
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　疎水化処理した無機微粒子連結体を樹脂中に均一に分散した複合樹脂組成物であって、

該無機微粒子連結体は円柱状の無機微粒子
がその長さ方向に複数個連結し、鎖状または網目状の形状であることを特徴とする樹脂組
成物。
【請求項２】
　該無機微粒子連結体の最大長さが３８０ｎｍ以下であることを特徴とする、請求項１記
載の樹脂組成物。
【請求項３】
　該無機微粒子連結体を構成する無機微粒子は、（長さ）／（太さ）が２．５～３５０で
あることを特徴とする、請求項１または２記載の樹脂組成物。
【請求項４】
　該無機微粒子は、太さが１～２０ｎｍであることを特徴とする請求項１～３のいずれか
に記載の樹脂組成物。
【請求項５】
　該無機微粒子は、長さが７～２００ｎｍであることを特徴とする請求項１～４のいずれ
かに記載の樹脂組成物。
【請求項６】
　該樹脂に対する無機微粒子連結体の配合率が、１～９９質量％であることを特徴とする

10

20

JP 3862075 B2 2006.12.27

該樹脂は、ポリメチルメタクリレートであり、



、請求項１～５のいずれかに記載の樹脂組成物。
【請求項７】
　該無機微粒子連結体は、表面にアルキル基を有することを特徴とする、請求項１～６の
いずれかに記載の樹脂組成物。
【請求項８】
　該無機微粒子が、酸化ケイ素からなることを特徴とする、請求項１～７のいずれかに記
載の樹脂組成物。
【請求項９】
　請求項１～ のいずれかに記載の樹脂組成物（Ａ）と熱可塑性樹脂（Ｂ）とを少なくと
も１層づつ積層した熱可塑性樹脂積層体であって、該樹脂組成物（Ａ）と該熱可塑性樹脂
（Ｂ）とが交互に積層されていることを特徴とする熱可塑性樹脂積層体。
【請求項１０】
　該透明樹脂組成物（Ａ）の層と該熱可塑性樹脂（Ｂ）の層とが熱溶着されていることを
特徴とする請求項 記載の熱可塑性樹脂積層体。
【請求項１１】
　該熱可塑性樹脂（Ｂ）が、ポリカーボネート系樹脂であることを特徴とする請求項

に記載の熱可塑性樹脂積層体。
【請求項１２】
　積層数が３層以上の奇数の場合において、該積層体の最上層と最下層とが共に該樹脂組
成物（Ａ）で、または該熱可塑性樹脂（Ｂ）で構成されていることを特徴とする請求項

のいずれかに記載の熱可塑性樹脂積層体。
【請求項１３】
　請求項１～ のいずれかに記載の樹脂組成物または熱可塑性樹脂積層体を用いた車両
用内外装部品成形体、車両用外板または樹脂ウィンドウ。
【請求項１４】
　溶剤に分散させた疎水化処理した無機微粒子連結体と、溶剤に溶解させた樹脂とを混合
することを特徴とする、請求項１～ のいずれかに記載の樹脂組成物の製造方法。
【請求項１５】
　樹脂のモノマーを重合させる過程中に、溶剤に分散させた疎水化処理した無機微粒子連
結体を混合することを特徴とする、請求項１～ のいずれかに記載の樹脂組成物の製造方
法。
【請求項１６】
　加熱成形および／または加圧成形により積層することを特徴とする請求項 のい
ずれかに記載の熱可塑性樹脂積層体の製造方法。
【請求項１７】
　請求項 のいずれかに記載の熱可塑性樹脂積層体を金型に挿入し、射出成形法ま
たは圧縮成形法で充填樹脂と該挿入積層体の外周部とを一体で成形することを特徴とする
、車両用内外装部品成形体の製造方法。
【請求項１８】
　請求項１～ 記載の樹脂組成物を含んで成ることを特徴とする樹脂製ワイパーシステム
。
【請求項１９】
　請求項１～ 記載の樹脂組成物を含んで成ることを特徴とする樹脂製ドアミラーステイ
。
【請求項２０】
　請求項１～ 記載の樹脂組成物を含んで成ることを特徴とする樹脂製ピラー。
【請求項２１】
　透明部と不透明部を有する樹脂成形体において、少なくとも透明部が請求項１～ 記載
の樹脂組成物を含んで成ることを特徴とする樹脂成形体。
【請求項２２】
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　透明部と不透明部が一体成形されたことを特徴とする請求項 記載の樹脂成形体。
【請求項２３】
　不透明部が樹脂中に分散した顔料により着色され形成されることを特徴とする請求項

記載の樹脂成形体。
【請求項２４】
　上記樹脂成形部品の不透明部が成形前あるいは成形後に塗装もしくは印刷され形成され
ることを特徴とする請求項 記載の樹脂成形体。
【請求項２５】
　上記樹脂成形部品の不透明部が着色シートを用いて形成されることを特徴とする請求項

記載の樹脂成形体。
【請求項２６】
　請求項１～ 記載の樹脂組成物を含んで成ることを特徴とする熱線付き樹脂製ウィンド
ウ。
【請求項２７】
　請求項１～ 記載の樹脂組成物を含んで成ることを特徴とする樹脂製ミラー。
【請求項２８】
　請求項１～ 記載の樹脂組成物を含んで成ることを特徴とする樹脂製ランプリフレクタ
ー。
【請求項２９】
　請求項１～ 記載の樹脂組成物を含んで成ることを特徴とする樹脂製エンジンルーム内
カバーおよびケース。
【請求項３０】
　透明であることを特徴とする請求項 記載のエンジンルーム内カバーおよびケース。
【請求項３１】
　請求項１～ 記載の樹脂組成物を含んで成ることを特徴とする樹脂製冷却装置部品。
【請求項３２】
　請求項１～ 記載の樹脂組成物を含んで成る、大気と連通した中空構造および／あるい
は密閉された中空構造を有することを特徴とする樹脂一体成形体。
【請求項３３】
　中空構造が、気体または液体または固体あるいはこれらの混合物が充填され封入されて
いることを特徴とする請求項 記載の樹脂一体成形体。
【請求項３４】
　一体成形体の最表層が、加飾材で構成されていることを特徴とする請求項

記載の樹脂一体成形体。
【請求項３５】
　樹脂一体成形体は、自動車の外板あるいは内外装部品であることを特徴とする請求項

記載の樹脂一体成形体。
【請求項３６】
　請求項１～ 記載の樹脂組成物を含んで成る樹脂シート２枚を加熱し、これを開状態の
金型に挿入し、シート外周部を押圧し、外周部を溶着する前あるいは溶着後にシート間に
加圧流体を注入し、シートを拡張しつつ／または拡張後、金型を閉状態にし、加圧流体圧
を保持し中空構造を形成することを特徴とする請求項 記載の樹脂一体成形体の
製造方法。
【請求項３７】
　閉状態の金型内に溶融した請求項１～ 記載の樹脂組成物を充填しつつ／または充填後
、キャビティ容積を拡大しつつ加圧流体を溶融樹脂内に注入し中空構造を形成する請求項

記載の樹脂一体成形体の製造方法。
【請求項３８】
　開状態の金型キャビティ面に請求項１～ 記載の樹脂組成物を含んで成る樹脂シートを
１枚もしくは２枚インサートし、金型を閉状態で２枚のシート間もしくは１枚のシート背
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面に溶融樹脂を充填しつつ／または充填後、キャビティ容積を拡大しつつ加圧流体を溶融
樹脂内に注入し中空構造を形成する請求項 のいずれかに記載の樹脂一体成形体
の製造方法。
【請求項３９】
　請求項１～ 記載の樹脂組成物を含んで成る、異なる機能を有する二種類以上の部品を
統合し、ひとつの部品に少なくともこれら二種類以上の機能を付与したことを特徴とする
一体成形部品。
【請求項４０】
　請求項１～ 記載の樹脂組成物を含んで成ることを特徴とする可動部と非可動部を有す
る成形体。
【請求項４１】
　二色成形により可動部と非可動部が一体で得られることを特徴とする請求項 記載の
成形体。
【請求項４２】
　可動部が気体流動を制御する開閉蓋で、非可動部は流動気体を導入する筒状成形品であ
ることを特徴とする請求項 記載の成形体。
【請求項４３】
　請求項１～ 記載の樹脂組成物を含んで成ることを特徴とする炭化水素系燃料を収納す
る部品あるいは容器。
【請求項４４】
　車両用の一連の燃料系部品であることを特徴とする請求項 記載の炭化水素系燃料収
納部品。
【請求項４５】
　車両用の燃料タンクであることを特徴とする請求項 記載の炭化水素系燃
料収納部品。
【請求項４６】
　吹き込み成形法で成形された車両用の燃料タンクであることを特徴とする請求項 記
載の炭化水素系燃料収納部品。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、透明樹脂の光線透過率を低減することなく剛性向上、熱膨張率低減、表面硬度
向上を実現しうる無機微粒子連結体を配合した樹脂組成物、それを用いた高剛性で表面硬
度を向上し、かつ成形品のソリを抑え外観品質の向上を実現しうる積層体、およびそれら
の製造方法に関し、自動車用の窓ガラス、内外装部品等に好適に用いうるものである。
【０００２】
【従来の技術】
窓ガラスは自動車の外形面積の大部分を占め、運転上および外観上重要な部品である。各
種折曲ガラスの出現によって形状自由度が大きくなり、使用面積が増加しており、窓ガラ
スの軽量化と安全性の向上が要求されている。そこで、無機ガラスに代わり樹脂製ウィン
ドウの検討が各種なされているが、無機ガラスに比べて弾性率が小さいため面積の大きな
窓ガラス部品には適用が困難である。
【０００３】
また、樹脂製ウィンドウに補強材としてガラス繊維を添加すると、剛性は向上するが、ガ
ラス繊維の径が約１０μｍ、長さも約２００μｍもあるため可視光線が透過しないで反射
して不透明となる。このため安全上の視界確保に適さず使用が困難である。
【０００４】
また、樹脂製ウィンドウは、無機ガラスに比べて表面硬度が小さいため、ワイパーで擦る
と傷がつき車両用フロント窓部品には適用が困難である。これに対して有機シラン系薬剤
で表面硬化処理を行なった例があるが、この処理でも表面硬度が不足し、長時間使用する
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と傷が付き、透明性が不足するので使用が困難であった。
【０００５】
また、樹脂製ウィンドウの剛性向上と表面硬度確保のために無機ガラスを積層すると、夏
に樹脂層と無機ガラス層との熱膨張差によって界面剥離を生じ視界確保が不十分となり使
用が困難であった。
【０００６】
また、最近の電子部品の樹脂製記憶デスクの表面硬化と剛性向上を目的にシリカのスパッ
タリングを行う例があるが、これは、樹脂基盤表面に真空中でシリカ原子を付けるもので
あり、大きな部品には適用できず、生産性が低い。
【０００７】
また、樹脂製ウィンドウは強度、剛性が無機ガラスに比べ小さいため、大きな窓ガラスに
使用するには、無機ガラスよりも厚さを増すことが必要となり、軽量化の効果が少なくな
る。そのため、樹脂製ウィンドウの強度、剛性を向上させることが課題となる。
【０００８】
これらの課題の解決手段として、特開平１１－３４３３４９号公報には、透明樹脂に無機
のシリカ微粒子を混合した例が記載されている。しかしこれらの樹脂材料を製品に適用す
る場合、無機材料に比べ軽量でかつ成形の自由度が大きいという利点はあるが、一方で弾
性率が小さいため剛性が低く、高温時に成形時の残留応力が戻りソリが発生し外観品質が
低下し、また硬度が低いため表面が傷つき易いという難点がある。このため、例えば透明
な樹脂材料は、自動車ではヘッドランプやサンルーフなどの比較的低剛性でかつ表面処理
のしやすい小物部品には採用されているものの、自動車外装のかなりの面積を占める窓ガ
ラスについては所定の機能を満足するものがまだなく本格的な採用までには至っていない
。
【０００９】
また、窓ガラス以外の自動車外装樹脂部品、あるいは内装樹脂部品では、高温時の残留応
力の戻りによるソリや隙間の狭小化等の外観品質の低下、衝撃に対する割れ等の耐衝撃性
、燃費の面からの使用部品の軽量化など、高剛性、軽量化、耐衝撃性、高温時の変形とい
った物性向上やコストダウン要求が厳しさを増している。これら物性の向上に対する要求
に対しては、従来は単一樹脂の改良で対応してきたが、年々要求項目が増してきており、
これらを全て満足させることが困難となったため積層化による改良が検討されつつある。
積層化することで目的に適合する機能を複数の樹脂の持つ特性を有効に組み合わせて達成
し、さらに低コストで高付加価値の商品を生み出すことができるからである。また周辺部
品との一体成形等で部品数を削減しコスト削減にも対応できる。
【００１０】
このような積層体における物性向上として、例えば特開平６－３１６０４５号公報では、
３種の透明樹脂を積層して耐衝撃性を向上しているが、透明性維持のために樹脂中に高温
時の熱膨張を抑制する充填剤等が配合されておらず、夏期の高温にさらされる自動車の内
外装部品に適用するには部品の伸長による凹凸あるいは膨張によるソリ等の外観品質が低
下するといった問題がある。
【００１１】
また、特開平１１－３４３３４９号公報では透明樹脂に可視光線波長以下の径を有する微
細なシリカを配合した樹脂ウィンドウが開示されているが、樹脂内に混合もしくは表層部
に塗布し、強度や剛性を向上させているが、単層構造のため外部からの衝撃に対し耐衝撃
性が不足し、熱歪みによる成形体のそり等の不具合が発生する。
【００１２】
また、特開平６－７１８２６号公報には、アクリル樹脂やポリカーボネート系樹脂等を積
層した樹脂ウィンドウが開示されているが、特開平６－３１６０４５号公報と同様に樹脂
の透明性を維持するために、熱膨張を抑制する充填剤の配合はなく、熱膨張を抑えるには
限界がある。また透明性を保持するためガラス繊維等の剛性向上の充填剤の添加ができず
、剛性を向上しようとすると板厚を増すため重量増加を招き軽量化が進まないといった問
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題点もある。
【００１３】
【発明が解決しようとする課題】
本発明はこれら従来の問題点に鑑みてなされたものであり、一層の剛性向上、熱膨張率の
低減を達成できる樹脂組成物を提供することを目的とする。
【００１４】
また、有機樹脂は無機材料に比べて剛性が小さいため、例えば自動車の窓ガラス、ドアー
、車体外板部等の大型部品に適用する場合は厚みを増す必要があるが、そのような対応で
は形状の自由度は確保できるものの樹脂化の大きな狙いである軽量化の効果が薄れる。こ
のため、本発明の１つの課題は樹脂材料の厚さを増加せず剛性を向上させ軽量化を図るこ
とである。
【００１５】
また、樹脂材料は無機材料に比べて高温時に成形時の残留応力が開放され熱変形が大きい
ため、例えば透明樹脂材料で自動車の窓ガラスのような大型の部品に適用しようとする場
合は、外周部の鋼材との熱ひずみを逃がす構造設計をする必要がある。熱変形による伸長
を吸収する構造が充分でない時は、樹脂ガラス表面に波打ちが発生したり樹脂ガラスその
ものが割れたりする問題が発生する。このため、本発明の２つ目の課題は、樹脂材料の熱
変形を低減させることである。
【００１６】
また、樹脂材料は鋼材に比べ硬さが低く、自動車の窓ガラス、外板あるいは人が触れる内
装材また建材等で外部にさらされる部位に適用するには、異物接触による樹脂表面の擦傷
性を向上させことが必要である。高剛性、低熱膨張、耐擦傷性の特性を有する樹脂材を設
計仕様に合わせ自由に形状加工ができまた低コストで実現できる樹脂材料およびその製造
方法を提供することが要望されている。
【００１７】
【課題を解決するための手段】
上記目的に鑑みて鋭意検討した結果、無機微粒子連結体を樹脂中に均一に分散した複合樹
脂組成物であって、該無機微粒子連結体は円柱状の無機微粒子がその長さ方向に複数個連
結し、鎖状または網目状を成した形状を有していることを特徴とする樹脂組成物によって
上記課題を解決するに至った。
【００１８】
【発明の効果】
本発明に係る樹脂組成物およびその製造方法によれば、特定の微小なシリカ化合物を分散
させることで、透明性や衝撃強度を犠牲にすることなく剛性の向上を実現し得る樹脂組成
物を提供できる。本発明の樹脂組成物は車両用の外装部品や外板の用途、樹脂ウィンドウ
用途として有用であり、その他にも建材や電子機器等の筐体にも利用できる。
【００１９】
本発明は、疎水化処理した無機微粒子連結体を樹脂中に均一に分散した複合樹脂組成物で
あって、該無機微粒子連結体は円柱状の無機微粒子がその長さ方向に複数個連結し、鎖状
または網目状の形状であることを特徴とする樹脂組成物であり、樹脂への均一分散が可能
であり、配合によって樹脂に高剛性、低熱膨張、耐擦傷性の特性および透明性を付与し得
る。
【００２０】
本発明は、上記樹脂組成物（Ａ）と熱可塑性樹脂（Ｂ）とを少なくとも１層づつ積層した
熱可塑性樹脂積層体であって、該樹脂組成物（Ａ）と該熱可塑性樹脂（Ｂ）とが交互に積
層されていることを特徴とする熱可塑性樹脂積層体であり、上記樹脂組成物（Ａ）を含む
積層体とすることで、特に透明性に優れ、かつ高剛性、低熱膨張、耐擦傷性が向上し、高
温時にもソリの発生が抑制された積層体となる。
【００２１】
本発明は、上記熱可塑性樹脂積層体を用いた車両用内外装部品成形体、車両用外板または
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樹脂ウィンドウであり、透明性、剛性に優れ、高温時にソリなどが抑制された上記樹脂組
成物（Ａ）や上記積層体を使用することで、大型かつ剛性に対する要求性の強い車両用途
に有効に使用でき、特に視野の確保に強い要求性のある樹脂ウィンドウとしても有効に使
用できる。
【００２２】
また本発明は、溶剤に分散させた疎水化処理した無機微粒子連結体と、溶剤に溶解させた
樹脂とを混合することを特徴とする、請求項１～９のいずれかに記載の樹脂組成物の製造
方法であり、該方法によれば、特定の無機微粒子連結体が均一に分散した透明性、剛性に
優れる樹脂組成物（Ａ）を簡便に製造することができる。
【００２３】
本発明は、樹脂のモノマーを重合させる過程中に、溶剤に分散させた疎水化処理した無機
微粒子連結体を混合することを特徴とする、上記樹脂組成物の製造方法であり、該方法に
よっても、特定の無機微粒子連結体が均一に分散した透明性、剛性に優れる樹脂組成物（
Ａ）を簡便に製造することができる。
【００２４】
また本発明は、加熱成形および／または加圧成形により積層することを特徴とする上記熱
可塑性樹脂積層体の製造方法であり、加熱成形および／または加圧成形によって簡便に積
層体を製造することができる。
【００２５】
上記積層体を金型に挿入し、射出成形法または圧縮成形法で充填樹脂と該挿入積層体の外
周部とを一体で成形すると、上記樹脂組成物や上記積層体は成形性に優れるため、金型に
挿入し、射出成形法または圧縮成形法で充填樹脂と該挿入積層体の外周部とを一体で成形
することができ、不要の工程を増加させることなく自動車用内外装部品成形体が製造でき
る。
【００２６】
本発明の樹脂組成物によって樹脂製ワイパーシステム、樹脂製ドアミラーステイ、樹脂製
ピラー、熱線付き樹脂製ウィンドウ、樹脂製ミラー、樹脂製ランプリフレクター、樹脂製
エンジンルーム内カバーおよびケース、エンジンルーム内カバーおよびケース、樹脂製冷
却装置部品を得ることができる。
【００２７】
【発明の実施の形態】
本発明の第一は、疎水化処理した無機微粒子連結体を樹脂中に均一に分散した複合樹脂組
成物であって、該無機微粒子連結体は円柱状の無機微粒子がその長さ方向に複数個連結し
、鎖状または網目状の形状であることを特徴とする樹脂組成物である。樹脂製ウィンドウ
の強度、剛性を向上させるためには、樹脂を構成している高分子の分子構造から考えて高
強度で、剛直な分子を使用することが必要であるが、これは結晶化し易く、結晶性が高く
なると透明性が低下する。このため透明な樹脂の強度、剛性を改良するのに、透明性を確
保しうる疎水化処理した無機微粒子連結体を樹脂中に均一に分散混合する手段を用いた。
【００２８】
該疎水化化処理した無機微粒子連結体に使用する無機微粒子連結体とは、円柱状の無機微
粒子がその長さ方向に複数個連結し鎖状または条件によっては網目状の形状となるもので
ある。一般に繊維強化理論によれば、引張り強度、弾性率の向上は、繊維の長さと太さの
比が一定値以上で効果が大きいとされ、この効果は応力方向に繊維長さが揃うときに大き
いものである。さらに網目状の場合には、あらゆる応力方向に繊維が配列している場合と
同等の効果が得られ、強度特性が等方性となる。
【００２９】
本発明で使用する無機微粒子連結体は、透明性を確保するために可視光線波長である３８
０ｎｍ以下の最大長さ有することが望ましく、さらには２８～３５０ｎｍであるとよい。
【００３０】
この連結体をなす無機微粒子は、円柱状であり強度および弾性率向上のために円柱の（長
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さ）／（太さ）が２．５～３５０であることが好ましく、さらには太さ１～２０ｎｍであ
ること、また長さは７～２００ｎｍであることが好ましい。本発明で使用する無機微粒子
連結体としては、これらの無機微粒子が複数個長さ方向に化学結合したものが好適なもの
となる。なお、ここで「太さ」とは連結体を成す円柱状の微粒子の直径を表わし、「長さ
」とは該円柱状の微粒子の最も長い部分の寸法を表わす。
【００３１】
本発明に用いる無機微粒子は、シリカ、チタニア、ジルコニア、アルミナ、チタン酸カリ
ウム、ウイスカー、カーボンナノチューブ、合成マイカ等が好適に使用できるが、特にシ
リカすなわち酸化ケイ素が最も好適に使用できる。シリカは透明性を有し、低比重で、そ
の表面の改質が容易で樹脂との相互作用を持たせることが可能だからである。このような
無機微粒子連結体を製造するには、例えば、ケイ酸ナトリウム（Ｎａ 2Ｏ・ＳｉＯ 2：水ガ
ラス）を原料とし、イオン交換によってナトリウムを除去して、核ゾル（約５ｎｍ）を得
て、これらの微小粒子を液中で単独で成長させ、１０～１００ｎｍの鎖状シリカとする。
この際、該微粒子の成長過程で網目状シリカも得られる。この溶液を濃縮すれば、網目状
または鎖状の無機微粒子連結体のコロイダルシリカが得られる。無機微粒子としては市販
品を使用することもでき、例えは日産化学（株）のスノーテックス－ＵＰ、これをイオン
交換でナトリウムを除去したスノーテックスＯＵＰなどの鎖状シリカが好ましく使用でき
る。図１に鎖状シリカの２００，０００倍の電子顕微鏡写真を示す。
【００３２】
本発明では、特に疎水化処理した無機微粒子連結体を使用するが、このような疎水化処理
としては、特に限定されず、例えばトリメチルクロロシラン、ｔ－ブチルジメチルクロロ
シランなどのシリコーン化合物で上記無機微粒子連結体をアルキル化する方法などがある
。例えば、無機微粒子連結体がシリカからなる場合には、シリカの水酸基をトリメチルク
ロロシラン、ｔ－ブチルジメチルクロロシランなどのシリル化剤で処理してアルキル基を
導入する。シリル化剤によって脱塩酸が生じ、反応が進む。この際、アミンを添加すると
塩酸を塩酸塩にして反応を促進することもできる。
【００３３】
このように、疎水化処理によって表面にアルキル基を有する無機微粒子連結体を用いると
、樹脂（例えばポリメチルメタクリレートなど）の官能基との相互作用が良好となり、無
機微粒子連結体の分散性に優れ、得られた樹脂組成物は透明性、剛性等の特性を向上させ
ることができる。該無機微粒子連結体は、使用する疎水化処理剤の種類を適宜選択するこ
とで、その表面に至適なアルキル基その他の疎水性基を導入することができる。
【００３４】
本発明において、該疎水化処理した無機微粒子連結体を分散する樹脂としては、アクリル
系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリオレフィン系樹脂などの透
明な有機高分子のオリゴマー、及びポリマー樹脂および共重合樹脂であることが好ましい
。これらは透明性が高く、例えば樹脂ウィンドウ用途に好適に用いることができるからで
ある。
【００３５】
本発明の樹脂組成物は、該樹脂に対する無機微粒子連結体の配合率が、１～９９質量％で
あるとよい。１質量％を下回ると該無機微粒子連結体配合の効果が少なく、その一方、９
９質量％を越えると無機微粒子連結体が凝集を起こし、得られる樹脂組成物を不透明にす
る場合がある。
【００３６】
本発明の樹脂組成物の製造方法としては特に制限はないが、溶剤に分散させた疎水化処理
した無機微粒子連結体と、溶剤に溶解させた樹脂とを混合することで製造することができ
る。すなわち、本発明の第二は、溶剤に分散させた疎水化処理した無機微粒子連結体と、
溶剤に溶解させた樹脂とを混合することを特徴とする、前記記載の樹脂組成物の製造方法
である。本発明の樹脂組成物を得る上で、該無機微粒子連結体を粉末のまま溶融した樹脂
に混練すると凝集を生じ、得られる樹脂組成物が不透明となってしまう。このため、溶剤
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分散の該無機微粒子連結体と溶剤に溶解させた透明な樹脂とを混合して、凝固用溶剤等を
添加して両者の混合組成物を得るのである。
【００３７】
該無機微粒子連結体を分散する溶媒としては、ペンタン、ヘキサン、ヘプタン、オクタン
等のパラフィン系炭化水素類；シクロブタン、シクロペンタン、シクロへキサンなどのシ
クロパラフィン系炭化水素；メチルエチルケトン、トルエン、キシレン、アセトン、ベン
ゼンなどの芳香族系炭化水素等がある。該無機微粒子連結体の溶解液中の濃度としては特
に制限はないが、混合の均一性や操作性の点から１０～４５質量％であることが好ましい
。
【００３８】
また、樹脂溶液は、樹脂の種類によって溶解する溶媒を適宜選択することができ、例えば
、メチルメタクリレートなどを単量体主成分に含む（メタ）アクリル系高分子材料の場合
には、アセトン、アニリン、キシレン、酢酸エチル、酢酸メチル、酢酸ブチル、トルエン
、そしてメチルエチルケトンなどの芳香族系やケトン系の有機溶媒を好ましく使用するこ
とができる。本発明では、該樹脂溶液と該無機微粒子連結体とを混練後、溶媒を除去する
ことで樹脂組成物を調製することができる。なお、凝固用溶剤としては、エタノール、メ
タノール、ブタノールなどのアルコール類がある。
【００３９】
また別の好適な製造方法として、溶剤分散の該無機微粒子連結体を樹脂の重合過程で混合
させ、凝固用溶剤で該無機微粒子連結体と樹脂の混合組成物を得る方法がある。すなわち
、本発明の第三は、該樹脂のモノマーを重合させる過程中に、溶剤に分散させた疎水化処
理した無機微粒子連結体を混合することを特徴とする、上記記載の樹脂組成物の製造方法
である。具体的には、該無機微粒子連結体を樹脂の重合過程で混合させ、凝固用溶剤で該
無機微粒子連結体と樹脂の混合組成物を得る。この製法によれば、無機微粒子連結体のア
ルキル基等の疎水化部分と樹脂（例えばポリメチルメタクリレートなど）の官能基とが相
互作用し、無機微粒子連結体と樹脂とを溶剤中で溶解混合したものに比べて該無機微粒子
連結体の分散性が良好となり、要求される諸特性もより良好となるからである。なお重合
反応は、懸濁重合、溶液重合、乳化重合、塊状重合、および沈殿重合のいずれでもよい。
ただし沈殿重合の場合は、溶媒は重合ポリマーを溶解しないものを選定することが必要で
ある。例えば、上記各種製法に用いる溶剤は、該無機微粒子連結体を分散させ、かつアク
リル系樹脂、ポリカーボート系樹脂、スチレン系樹脂、ポリオレフィン系樹脂などの合成
原料モノマー、及び又は各ポリマーの溶剤とする。また、機微粒子連結体の表面がアルキ
ル基を有する場合は、無機微粒子連結体を良好に分散し、モノマーおよび重合体を溶解す
る有機溶剤を使用すると、要求諸項目を満足する良好な樹脂組成物を得ることができる。
【００４０】
本発明の樹脂組成物には、必要に応じて透明性を阻害しない様々な添加剤、例えば帯電防
止剤、酸化防止剤、熱安定剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、エネルギー消剤、難燃剤、顔
料、着色剤等を添加してもよい。
【００４１】
本発明の第四は、上記記載の樹脂組成物（以下、樹脂組成物（Ａ）とも称する。）と熱可
塑性樹脂（Ｂ）とを少なくとも１層づつ積層した熱可塑性樹脂積層体であって、該樹脂組
成物（Ａ）と該熱可塑性樹脂（Ｂ）とが交互に積層されていることを特徴とする熱可塑性
樹脂積層体である。各樹脂層が接着剤等で接合された場合には、単層の特性は接着層で緩
衝または吸収されて隣接樹脂層への影響が低下し、単層の特性を積層体全体に波及させる
ことができない。しかしながら、本発明の積層体は、各樹脂層を熱溶着するものであり、
単層が有している剛性等の特性を活かし熱変形等単層が持つ短所をカバーし積層体の剛性
向上させ、高温時における各層の残留応力によるソリ等を積層体全体で抑制することがで
きる。
【００４２】
このような積層体においては、樹脂組成物（Ａ）の上記無機微粒子連結体の配合量を変え
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た層を組み合わせることで、該積層体に種々の特性を持たせることができる。例えば、該
積層体の最表層に上記無機微粒子連結体の配合量が高い層を設けることで、耐擦傷性を高
めることができる。また、最上層と最下層における上記無機微粒子連結体の配合量を多く
することで、剛性を高くし、かつ上層および下層の拘束力を持たせ高温時の残留応力によ
る熱変形を抑えることもできる。更に、中間層に上記無機微粒子連結体の配合量を多くす
ることで、剛性を高くし、より熱変形抑止力を高めることもできる。加えて、上層におけ
る無機微粒子連結体の配合量を多くし、下層には無機微粒子連結体の配合量を少なくして
該積層体に無機微粒子連結体の配合量の勾配を設けたことで、剛性分布を変えて熱変形に
よるソリの方向を制御することができ、また上層に無機微粒子連結体の配合量を少なくさ
せることも可能である。すなわち、上記樹脂組成物（Ａ）と該熱可塑性樹脂（Ｂ）とを熱
溶着して積層体を得ることで、各単層が有している特性を引き出し積層体の弾性率を高く
し剛性向上を図ることができ、かつ最表層やそれに隣接する層の無機微粒子連結体配合量
を増すことで耐擦傷性を高めることができ、拘束力を有する層を形成することで熱変形を
抑制しソリや変形による表面の凹凸を解消し、外観品質を向上することができる。さらに
、上記無機微粒子連結体を配合することで、各樹脂層の熱膨張を低く抑え、積層体自体の
低熱膨張化を達成することができる。各樹脂層の熱溶着がなく接着剤等で接合されている
と、単層の特性は、接着層で緩衝あるいは吸収され隣接樹脂層への影響が低下し単層の特
性を積層体全体に波及させることができない。
【００４３】
無機微粒子連結体の配合は、積層体各層に配合することも、また表層あるいは下層のみと
いった一部の樹脂層に配合することもできる。積層体の剛性を向上させる観点から各層に
配合するのがより好ましい。用途に応じ上層から下層へ配合量の勾配を設けることもでき
る。いずれにしても、該樹脂組成物（Ａ）と熱可塑性樹脂（Ｂ）とを少なくとも１層づつ
積層した熱可塑性樹脂積層体であって、該樹脂組成物（Ａ）と熱可塑性樹脂（Ｂ）とが交
互に積層されていること場合には、高剛性、低熱膨張、耐擦傷性が向上し、高温時にもソ
リの発生が抑制された積層体となる。
【００４４】
また、熱可塑性樹脂（Ｂ）としては、ポリカーボネート系樹脂、スチレン系樹脂、ポリ－
４－メチルペンテン－１、熱可塑性ポリウレタン樹脂等を積層することができ、特にポリ
カーボネート系樹脂を使用することが好ましい。ここにポリカーボネート系樹脂は、ビス
フェノールＡに代表される二価のフェノール系化合物から誘導される重合体で、ホスゲン
法、エステル交換法、あるいは固相重合法のいずれにより製造されたものでもよい。更に
、従来からあるポリカーボネート系樹脂の他にエステル交換法で重合したポリカーボネー
ト系樹脂でもよい。
【００４５】
該積層体の厚さは、０．５～１０ｍｍ、より好ましくは１～５ｍｍである。０．５ｍｍ未
満では無機微粒子連結体の配合量を増しても賦形後に形状維持が困難となる場合がある。
また１０ｍｍを越すと中間層を拘束できず高温時のソリが発生し外観品質が劣る場合があ
る。なお、積層体の各樹脂層の厚さは、用途、要求性能により上記範囲内で好適な厚さを
選択できる。
【００４６】
本発明の積層体の製造方法としては特に制限はないが、加熱成形や加圧成形により積層体
を製造することが好ましい。すなわち、本発明の第五は、加熱成形および／または加圧成
形により積層することを特徴とする上記積層体の製造方法である。
【００４７】
例えばこのような第１の方法として、樹脂組成物（Ａ）や熱可塑性樹脂（Ｂ）などの種類
に応じた押し出し機を用い、これらを加熱溶融した溶融樹脂を共押し出し、積層数に応じ
たスリットを設けたＴダイでシート状に成形し、隣接する各樹脂層を熱溶着させる方法で
ある。押し出し機とＴダイの温度をほぼ同じ温度に維持し、各樹脂（Ｂ）または樹脂組成
物（Ａ）からなるシートが合流して積層体を形成する際には各シートの接合面は極く薄い
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固化膜を形成しているが、合流後に樹脂内部の熱で接合面が再溶融され、接合面に樹脂組
成物（Ａ）と樹脂（Ｂ）とが拡散した混合層が形成されることで各層が互いに強固に結合
した積層体となる。
【００４８】
第２の方法は、上記樹脂組成物（Ａ）または上記樹脂（Ｂ）の単層シート状物または第１
の方法で製造した積層体を、加熱板を有するプレス機を用いて加熱し、次いで圧縮成形し
て積層体を製造する方法である。該単層シート状物を複数枚積層してから圧縮成形するこ
とで、本発明の積層体を製造することができる。第２の方法では、接合面に相当する面に
脱着可能なパネルヒーターを挿入し、接合面の表面温度を高め表面を溶融状態にした後、
パネルヒーターを取り出し圧縮成形することが好ましい。
【００４９】
第３の方法は、２色射出成形機で金型を前後に移動できキャビティ容積を可変できる金型
を使用して、樹脂組成物（Ａ）の単層シートを射出成形後、直ちに金型を後退し、後退で
形成されたキャビティ空間に後退中あるいは後退直後に樹脂（Ｂ）を充填する。樹脂組成
物（Ａ）の表層にごく薄い固化膜が形成されるが、樹脂（Ｂ）をその上に充填することで
、接合面の樹脂組成物（Ａ）固化膜が充填した溶融樹脂（Ｂ）の熱で再溶融し、接合面に
樹脂組成物（Ａ）と樹脂（Ｂ）とが拡散混合した層を形成し、強固な接合面を形成する。
この工程を繰り返して所定の積層構造の積層体を形成する。金型温度、射出する樹脂温度
は、通常の射出成形より２０～５０℃高く設定すると熱溶着された積層体を得ることがで
きる。積層体のサイズ、積層数等から上記の製造方法から好適な方法を選択できる。
【００５０】
なお、該積層体を構成する樹脂組成物（Ａ）や樹脂（Ｂ）に必要に応じて透明性を阻害し
ない様々な添加剤、例えば帯電防止剤、酸化防止剤、熱安定剤、紫外線吸収剤、酸化防止
剤、エネルギー消剤、難燃剤等を添加して、これらの特性を有する積層体とすることがで
き、また積層体の下層を顔料または着色剤を含有する着色層とし、これに透明層を積層さ
せて着色層と透明層とを有する積層体にすることもできる。
【００５１】
本発明の第六は、上記記載の樹脂組成物または熱可塑性樹脂積層体を用いた車両用内外装
部品成形体、車両用外板および樹脂ウィンドウである。
【００５２】
本発明の樹脂組成物または積層体は、透明性と剛性とに優れ、かつ高温にもソリなどが少
ないために、車両用の外装部品や車両用外板の用途に好適である。例えば、図２で示すよ
うな、ドアモール１、ドアミラーのフレーム枠２、ホイールキャップ３、スポイラー４、
バンパー５、ウィンカーレンズ６、ピラーガーニッシュ７、リアフィニッシャー８、ヘッ
ドランプカバー（図示せず）等の車両用外装部品成形体、図３ａ、図３ｂで示すような、
フロントフェンダー２１、ドアパネル２２、ルーフパネル２３、フードパネル２４、トラ
ンクリッド２５、バックドアパネル（図示せず）等の車両用外板が挙げられる。例えば、
図４で示すような、車両のフロントガラス（図示せず）、サイドガラス３１、リアガラス
３２等に適用できる。
【００５３】
上記したように本発明では、更に、顔料等の着色剤を樹脂組成物（Ａ）に混練したり、上
記積層体に着色層を挿入して所望の色調を有する部品を得ることも可能である。また、本
発明の積層体は、着色剤を含まない透明な積層体、または透明層と着色層とからなる積層
体であってもよい。このため、上記記載の自動車以外でも美観、平滑性、透明感等の外観
品質が要求され、かつ高剛性や表面の耐擦傷性を求められる用途、例えば建造物の外装材
、内装材、鉄道車両の内装材等にも使用できる。
【００５４】
このような車両用部品や建築用内装材などを含む各種部材の製造方法としては、射出成形
、真空圧空成形等を部品に合わせて適宜選択すればよい。一般的なガラス繊維強化樹脂は
、せん断応力を繰り返し受けることによってガラス繊維が壊れるためにその物性が徐々に
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低下しリサイクル性も低いが、本発明の樹脂組成物（Ａ）は上記無機微粒子連結体を用い
ているためせん断応力を受けにくく、物性の低下を抑えることができる。
【００５５】
その他、本発明の積層体を用いて、真空成形法、真空圧空法、加熱圧縮法、ブロー成形法
等の公知の樹脂成形法によって賦形し、樹脂ガラス、自動車用外板等の外装部品、あるい
は自動車用内装部品を成形することもできる。また、上記積層体を金型に挿入し、射出成
形法または圧縮成形法で充填樹脂と該挿入積層体の外周部とを一体で成形して自動車用内
外装部品成形体を製造することもできる。一体成形によれば、複雑な工程を必要とせずに
目的の部材をうる事ができる。
【００５６】
本発明の第七は、上記樹脂組成物を含んで成ることを特徴とする樹脂製ワイパーシステム
、樹脂製ドアミラーステイ、樹脂製ピラーである。本発明の樹脂組成物は、高剛性、高耐
熱性であり、熱時／成形時の寸法安定性、透明性にも優れるため、例えばワイパーシステ
ムやピラー等のような視界の向上が要求される部品の用途に好適である。
【００５７】
従来のワイパーシステムは、黒色塗装仕上げの鋼鉄と黒色のゴムで構成され、低速作動時
に視界が妨げられる場合があった。また、従来のドアミラーステイは、外板と同色もしく
は黒色塗装仕上げの樹脂製であり、右左折時の視界が妨げられる場合があった。また、従
来のピラーは鋼鉄製であり、フロントピラー、センターピラーは通常走行時や右左折時、
リアピラーは後方移動時や後方確認時に視界が妨げられる場合があった。この場合、これ
らの部品に透明な樹脂材料を使用すれば視界は向上するが、高い剛性や耐熱性、熱時／成
形時の寸法安定性を満たすことは困難で、従来の透明樹脂材料では上記問題の解決は難し
かった。しかしながら本発明の樹脂組成物は、高剛性、低熱膨張率、低熱収縮率を有する
透明材であり、該樹脂組成物を用いることで上記問題が解決された。しかも、部品の透明
化は、視界向上だけでなく意匠性の向上にも寄与し得る。
【００５８】
一例として図５にワイパーシステムの模式図を示す。ワイパーシステムはワイパーアーム
（４１）とワイパーブレード（４２）から構成され、ワイパーアーム固定用ナット穴（４
５）を中心として半弧を描くように作動する。ワイパーブレード（４２）は、一般に弾性
を有する支持部分（４３）と軟らかいゴム部分（４４）とから構成され、本発明のワイパ
ーシステムにおいては、ワイパーアーム、ワイパーブレード、ワイパーブレード支持部分
の少なくとも１つに本発明の樹脂組成物を透明材として用いたものである。なお、本発明
のワイパーシステムにおいては、該ゴム部分として耐久性が高く比較的透明性の高いシリ
コンゴム等を用いることが好ましい。また、ワイパーブレードの支持部分として、本発明
の樹脂組成物に適量のアクリルゴム成分を加えた樹脂組成物を用いて調製してもよい。ワ
イパーブレードの支持部分に適度な弾性を与えることができるからである。このような樹
脂組成物としては、例えば、本発明の樹脂組成物１００質量部に対して、アクリルゴム（
アクリル酸エチル、アクリル酸ブチルやその共重合体等で、例えば日本ゼオン社製Ｎｉｐ
ｏｌＡＲ３１がある。）を１～３０質量部添加したものがある。
【００５９】
本発明のドアミラーステイや樹脂製ピラーとしては、本発明の樹脂組成物を透明材として
ドアミラーステイやピラーに成形したものの他、本発明の樹脂組成物を他の樹脂と積層し
た多層積層体で構成してもよい。このような多層積層体は少なくとも本発明の樹脂組成物
から成る層を一層以上含んでいればよく、好ましくは積層体の最表面層と最下層、更に好
ましくは中間層にも該樹脂組成物層を設けたものである。多層積層体とすることで、本発
明の樹脂組成物以外の他の付加機能を付加することができる。多層積層体を用いる場合の
各層の厚さは、最終的な成形品の厚さと積層数から至適な厚さを選択することができる。
このような多層積層体とする場合の他の樹脂としては、ポリカーボネート、ポリスチレン
、スチレン／メチルメタアクリレート共重合体がある。なお、該多層積層体として、前記
本発明の熱可塑性樹脂積層体を使用することもできる。本発明の樹脂組成物や上記多層積
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層体を用いてドアミラーステイや樹脂製ピラーを製造する方法は特に限定されない。また
、ドアミラーステイやピラーを単独の部品としても成形する他、ドアミラーステイやピラ
ーとして使用できるのであれば、例えば後記する一体成形体の製造方法等によって、ドア
ミラーステイとフロントピラーや各ピラーと樹脂ルーフパネルとの一体成形体とすること
もできる。
【００６０】
本発明の第八は、透明部と不透明部を有する樹脂成形体であって、少なくとも透明部が上
記樹脂組成物を含んで成ることを特徴とする樹脂成形体である。本発明の樹脂組成物は、
高剛性、高耐熱性を有し、熱時／成形時の寸法安定性、耐薬品性、透明性にも優れるため
、透明部と不透明部とを有し、これらを一体に成形した樹脂成形体の用途にも好適に使用
できる。このような樹脂成形体を、自動車部品を例に説明する。
【００６１】
自動車には、各種ランプ類やカバー、ガラス等の透明な部品と、外板や各種内装部品のよ
うな不透明な部品が混在している。これらの部品にはそれぞれ透明性、剛性、耐熱性、低
線膨張率、低成形収縮率、耐薬品性等、異なる様々な特性が要求されるため、従来の樹脂
材料ではこれら透明な部品と不透明な部品との一体化は難しかった。しかし本発明の樹脂
組成物は、射出成形、真空圧空成形などによって容易に成形できるため、本発明の樹脂組
成物を透明材として使用して、高剛性、高耐熱性、低線膨張率、低成形収縮率、高耐薬品
性を確保しつつ、透明な部分と不透明な部分とを一体成形させ、部品点数及び工程数の削
減、部品重量を低下させることができる。また、透明部と不透明部の一体形成により、従
来分割されていた外形線が一つの連続するラインで形成できるため、部品外観の向上が図
れる。より具体的には、透明性を必要とするヘッドランプはその周囲に存在するバンパ、
フロントグリル、フェンダ、フードといった不透明の別の部品と接している。これらを一
体成形すると部品点数の削減が可能となり、一体化された部品を組み付ければよいため、
組み立て時の工程数も削減できる。特に、本発明の樹脂組成物は耐熱性に優れるため、ラ
ンプの熱源が近くて樹脂が溶融するなどの問題もない。従来のヘッドランプはポリカーボ
ネート樹脂製でできているため耐光性が低く、太陽光に暴露されると黄変するため表層コ
ーティングが必要であった。しかしながら、本発明の樹脂組成物を用いるとこのような問
題も解決される。
【００６２】
このような樹脂組成物の製造方法としては特に制限させるものではない。例えば、透明性
が必要とされる部品として自動車用ガラスがあり、ドアに付属するサイドガラス、バック
ドアガラス、リアフェンダーとルーフに接着してあるリアクウォーターガラス、リアガラ
ス等と称呼されている。サイドガラスやバックドアガラスは、ドアアウターとドアインナ
ーとの間にガラスが配置される構造である。予めドアアウターとドアインナーとを用いて
内部に中空部を形成させ、該中空部に本発明の樹脂組成物を流し込むことで、ドアアウタ
ー・ドアインナー・ガラスを一体に成形することができる。同様にして、ピラーガーニッ
シュとリアクウォーターガラスとを一体化することもできる。本発明の樹脂成形体を図６
で示すが、上記ピラーガーニッシュとリアクウォーターガラスとを一体化した樹脂成形体
に限らず、ランプ・フード・フェンダー一体樹脂成形体（５１）、ピラーガーニッシュ・
ガラス一体樹脂成形体（５２）、ルーフ・フェンダ・ガラス一体樹脂成形体（５３）、バ
ックドア・ガラス一体樹脂成形体（５４）、ドア・ガラス一体樹脂成形体（５５）等があ
る。なお、ドアロックやワイパーモーター等は後工程で部品の中空部に設置すればよい。
【００６３】
更に、自動車用内装材としてインストルメントパネルの場合には、従来から、計器類、そ
の透明なカバー、クラスターリッドが別部品で作られている。しかしながら本発明の樹脂
組成物を用いて透明樹脂部と不透明樹脂部とを一体で成形すると、予めインストルメント
パネル（６１）と計器類のカバー（６２）との一体化によってインストルメントパネルに
数種の部品を集約させ、部品点数を削減しかつ軽量化を図ることができる。図７にこのよ
うなインストルメントパネルの模式図を示す。
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【００６４】
また、本発明の樹脂組成物を使用して、樹脂成形体の一部が透明部であり他の部分が不透
明である、高強度・高剛性を保持した部材とすることもできる。例えば、ルーフの一部に
本発明の樹脂組成物を用いると該部分を透明にすることができ、ガラス製サンルーフを設
けなくとも透明なルーフとすることができる。なお、上記樹脂成形体において、不透明部
は着色していてもよい。
【００６５】
本発明における透明部と不透明部とを有する樹脂成形体において、着色した不透明部の樹
脂成形体を得るには、着色した原料樹脂を用いる方法、不透明部に塗装または印刷して着
色する方法、または不透明樹脂として着色シートを使用する方法等がある。
【００６６】
着色した原料樹脂の調製方法としては、原料樹脂に予め顔料を分散させておく方法の他、
原料樹脂ペレットと顔料ペレットを同時に溶融・混練させ、射出成形機を用いて金型内に
射出して着色樹脂を得る方法がある。該着色樹脂を用いて本発明の樹脂成形体を製造する
には、続いて金型を開き、または溶融樹脂通過経路を新たに作り、別のシリンダを用いて
金型の空隙部に透明溶融樹脂を射出すればよい。これによって透明部と着色した不透明部
とを有する樹脂成形体を製造することができる。なお、不透明樹脂を先に射出するか透明
樹脂を先に射出するかはどちらでも良い。
【００６７】
塗装または印刷により着色した不透明部を形成するには、予め透明樹脂を溶融して目的の
樹脂成形体を形成し、その後該樹脂成形体の表面または裏面から塗装または印刷を施して
着色および不透明性を確保する方法である。溶融樹脂の賦形前に塗装または印刷を施し、
その後に賦形することもできる。
【００６８】
不透明樹脂として着色シートを使用する場合には、予め着色された不透明シートを予備賦
形しておき金型内に配置し、続いて溶融透明樹脂を金型内に注入し、樹脂を冷却固化させ
、その後に金型より取り出せば、本発明の樹脂成形体を得ることができる。
【００６９】
また、上記方法によれば、例えばルーフ・フェンダ・ガラス一体樹脂成形体として、ガラ
ス部が透明部であり、ルーフとフェンダとが不透明である樹脂成形体に限られず、ガラス
の上部とルーフの一部が透明部であり、フェンダとガラスおよびルーフの残部が不透明の
樹脂成形体とすることもできる。
【００７０】
更に、本発明の透明部と不透明部とが一体成形された樹脂成形体は、本発明の樹脂組成物
と顔料とによって構成できるが、本発明の樹脂組成物と他の樹脂とを積層した多層積層体
で構成することも可能である。このような多層積層体は少なくとも本発明の樹脂組成物か
ら成る層を一層以上含んでいればよく、好ましくは積層体の最表面層と最下層、更に好ま
しくは中間層にも該樹脂組成物層を設けることができる。多層積層体とすることで本発明
の樹脂組成物のみでは発現できないような付加機能をも付与することが可能となる。なお
、多層を構成する他の樹脂の種類や各層の厚さは、樹脂成形体の用途に応じて適宜選択す
ることができる。
【００７１】
本発明の第九は、本発明の樹脂組成物を含んで成ることを特徴とする熱線付き樹脂製ウィ
ンドウ、樹脂製ミラー、樹脂製ランプリフレクター、樹脂製エンジンルーム内カバーおよ
びケース、樹脂製冷却装置部品である。
【００７２】
本発明の樹脂組成物は、高剛性、高耐熱性であり、熱時／成形時の寸法安定性、耐薬品性
、透明性にも優れるため、例えば樹脂製ウィンドウや樹脂製ミラー、ランプリフレクター
、エンジンルーム内カバーおよびケース等の部品の用途に好適であり、部品点数、工程数
、重量の低減が可能になる。更に本発明の樹脂組成物を透明材として用いることで、透明
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性が要求される部品の材料代替が可能になり、防曇性や視界の向上が図られる。例えば、
図８に示すリアウィンドウ（７３）、ドアウィンドウ（７２）、フロントウィンドウ（７
１）などの樹脂製ウィンドウは、防曇機能を付与するため成形体の内部や表面に加熱可能
な熱線ヒータを設けることがある。従来の透明樹脂材料を用いた場合には、熱線ヒータに
よる樹脂材料の耐熱性や熱膨張が課題となるが、本発明の樹脂組成物を用いるとこれらの
問題がない。また、本発明の樹脂組成物は高い剛性を有するので、フロントウィンドウ（
７１）、ドアウィンドウ（７２）、リヤウィンドウ（７３）等の大型部品に応用可能で軽
量化することができる。尚、熱線ヒータの形成方法としては、例えばフィルム化された熱
線部をインサート成形する方法や、室内側表面に熱線部を蒸着・塗布・印刷法等により形
成する方法等が挙げられる。また、本発明の透明樹脂を用いて樹脂製サイドミラー（７４
）（図８参照）を製造すると、従来のガラスや透明樹脂を用いた場合に比べ軽量化ができ
、これに熱線ヒータを設ければ防曇機能を付与することも可能になる。図８に示したサイ
ドミラー以外にも車室内のルームミラー等にも適用可能である。
【００７３】
また、図９に自動車ランプの横断面図を示す。車体側基体（８１）に固定されたアウタ部
材（８２）の内部にリフレクター（８３）が配置され、該リフレクターにはバルブ（８４
）と光軸調整器（８５）が連結し、該アウタ部材ははさらにアウタレンズ（８６）が嵌合
されている。従来の樹脂材料を用いてリフレクターを構成すると、耐熱性・線膨張率・線
膨張異方性に劣る場合があったが、本発明の樹脂組成物を用いるとこれらの問題が解決で
きる。特に、本発明の樹脂組成物は高い剛性を有するため軽量で高耐熱性が確保でき、か
つ寸法安定性と表面平滑性に優れるランプリフレクターとでき、ヘッドランプ、フォグラ
ンプ、リアコンビランプ等のリフレクター、またはヘッドランプのサブリフレクター等に
好適に使用できる。尚、反射部の形成方法としては、例えば該部材を製造する際に反射膜
部をインサート成形する方法や、該部材を射出成形・プレス成形により成形後に、反射部
に蒸着膜を形成させる方法等がある。
【００７４】
また、本発明の樹脂組成物を使用して、エンジンルーム内カバーおよびケースに応用する
ことができる。エンジンルーム内を図１０および図１１に示す。本発明の樹脂組成物は透
明性、耐熱性、耐薬品性、剛性強度に優れるため、温度条件の厳しいエンジンルーム内に
おいて使用可能で、かつ軽量な部品とすることができる。このような部品として、例えば
ラジエーター（９１）、冷却液リザーブタンク（９２）、ウオシャータンクインレット（
９３）、電気部品ハウジング（９４）、ブレーキオイルタンク（９５）、シリンダーヘッ
ドカバー（９６）、エンジンボディー（１０１）、タイミングチェーン（１０２）、ガス
ケット（１０３）、フロントチェーンケース（１０４）などがある。しかも、本発明の樹
脂組成物は透明であるため、上記ウオッシャータンクインレット、電気部品ハウジング、
ブレーキオイルタンク、シリンダーヘッドカバー、タイミングベルトカバー等のタンクあ
るいはカバー内の視認性を向上させることができる。
【００７５】
本発明の樹脂組成物は、耐熱性、耐薬品性、剛性強度に優れたより軽量な部品とすること
ができることから、自動車エンジンルーム内で冷却水との接触下で使用される部品用途に
好適に使用される。このような樹脂製冷却装置部品を図１２、１３に示す。例えば、図１
２に示すウォーターパイプ（１１１）、Ｏ－リング（１１２）、ウォーターポンプハウジ
ング（１１３）、ウォーターポンプインペラ（１１４）、ウォーターポンプ（１１５）、
ウォーターポンププーリ（１１６）、図１３に示すウォーターパイプ（１２１）、サーモ
スタットハウジング（１２２）、サーモスタット（１２３）、ウォーターインレット（１
２４）等のラジエータータンクのトップおよびベースなどのラジエータータンク部品、バ
ルブなどの部品が挙げられる。該樹脂組成物を使用すると軽量化、耐薬品性向上、燃費向
上が図られるため、その実用価値が高い。
【００７６】
尚、本発明の上記各部品は、本発明の樹脂組成物のみでも構成できるが、例えば本発明の
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樹脂組成物を他の樹脂材料と積層した多層積層体で構成することも可能である。このよう
な多層積層体は少なくとも本発明の樹脂組成物から成る層を一層以上含んでいればよく、
好ましくは積層体の最表面層と最下層、更に好ましくは中間層にも該樹脂組成物層を設け
ることができる。多層積層体とすることで本発明の樹脂組成物のみでは発現できないよう
な付加機能をも付与することが可能となる。なお、各層を構成する他の樹脂の種類や各層
の厚さなどは、使用目的に応じて適宜選択することができる。
【００７７】
本発明の第十は、上記樹脂組成物を含んで成る、大気と連通した中空構造および／あるい
は密閉された中空構造を有することを特徴とする樹脂一体成形体である。上記のように、
本発明の樹脂組成物は、高剛性、高耐熱性であり、熱時／成形時の寸法安定性にも優れる
ため、例えばドアやルーフ、フード等のような中空構造を有する部品の用途に好適である
。自動車の外板および内外装部品は、鋼板と樹脂パネルより構成され、かつ部品内部に補
機等を装着する中空構造を有している部品が多い。例えば、側面ドアおよびバックドアは
、外側および内側を鋼板で中空構造を構成し、塗装を経て組み立て工程で内側鋼板に樹脂
パネルを取り付け、中空構造内に各種補機等を取り付けている。また、ルーフ、フード、
トランクリッド、バックドア等は、外板および補強レインホース等を鋼板で構成し、塗装
後に内側に樹脂部品を取り付けている。これらの中空構造を有する部品は大型であり、剛
性や寸法安定性も要求されるため、従来の樹脂材料では一体成形が難しかった。しかしな
がら、高剛性、低熱膨張率、低熱収縮率を有する本発明の樹脂組成物を使用すると一体成
形が可能となり、これらの部品の部品点数、工程数、重量の低減が可能になる。
【００７８】
本発明の樹脂一体成形体は、本発明の樹脂組成物のみでも構成できるが、例えば本発明の
樹脂組成物を他の樹脂材料と積層した多層積層体で構成することも可能である。このよう
な多層積層体は少なくとも本発明の樹脂組成物から成る層を一層以上含んでいればよく、
好ましくは積層体の最表面層と最下層、更に好ましくは中間層にも該樹脂組成物層を設け
ることができる。多層積層体とすることで本発明の樹脂組成物のみでは発現できないよう
な付加機能をも付与することが可能となる。多層積層体を構成する他の樹脂の種類や各層
の厚さなどは、使用目的に応じて適宜選択することができる。なお、このような多層積層
体として、本発明の熱可塑性樹脂積層体を使用することもできる。
【００７９】
本発明の樹脂一体成形体は、最表面層に表皮材、意匠印刷層等の加飾層を設けることで意
匠性、触感、質感を高め商品性を向上することができる。たとえば起毛シート、エンボス
紋様シート、レーザー紋様シート、木目調シート等の表皮材を最表面層に設けた成形体は
、ルーフ室内側、ピラーガーニッシュ類、インストルメントパネル等に用いることができ
る。前述の多層積層体を用いた場合には、意匠印刷層はその中間層に設けてもよく、表層
を透明材とすることで光沢感、深み感を高めることができる。
【００８０】
また、本発明の中空構造を有する樹脂一体成形体は、中空部に気体、液体、固体あるいは
これらの混合物を封入することで断熱性能、遮音性能を向上させることができる。封入材
としては、透明性が要求される場合は窒素、アルゴン、二酸化炭素、空気等の気体が好ま
しく、透明性が要求されない場合は前述の気体の他、封入時の加熱で液体状を示し封入後
の常温では固体状になるパラフィン、ワックス等が好ましい。上記封入材により、夏期に
は車室内から冷熱の逃げ、外気の高熱の侵入を、冬期には温熱の逃げ、外気の冷熱の侵入
を抑制し快適な車室内環境を維持できる。また二重壁で内に中空部を有する構造により、
外部からの騒音エネルギーを緩和あるいは吸収し、静粛な車室内環境を確保できる。また
フードに本構成体を適用すると、エンジンルームからの放射音、放射熱を低減できる。
【００８１】
本発明の中空構造を有する一体成形体の製造方法は特に限定されず、一般的な真空圧空成
形法、射出成形法、ブロー成形法、プレス成形法等を用いることができるが、例えば次の
方法を好適に用いることができる。
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【００８２】
一つ目の方法では、まず加圧流体導入経路を備えたホルダーに、本発明の樹脂組成物より
成る２枚の樹脂シートを固定し、公知の方法でホルダーをシールして２枚のシート間に密
閉空間を形成する。各シートを荷重たわみ温度以上に加熱し開放状態の金型にセットし、
次いで軟化したシートの外周部を金型で押圧して溶着する。溶着しつつあるいは溶着後に
、２枚のシートの間の密閉空間に加圧流体を注入し、シートを拡張しつつ／または拡張後
、金型を閉状態にして成形体が冷却するまで加圧流体圧を保持し中空構造を形成する。好
ましくは真空引き孔を設けた金型を用い、シート拡張時に真空吸引を併用し金型面とシー
トの密着を高める。真空引きを用いると成形体の転写性を向上できる。すなわち、本発明
の第十一は、上記樹脂組成物を含んで成る樹脂シート２枚を加熱し、これを開状態の金型
に挿入し、シート外周部を押圧し、外周部を溶着する前あるいは溶着後にシート間に加圧
流体を注入し、シートを拡張しつつ／または拡張後、金型を閉状態にし、加圧流体圧を保
持し中空構造を形成することを特徴とする樹脂一体成形体の製造方法である。
【００８３】
二つ目の方法は、閉状態の金型内に溶融した本発明の樹脂組成物を充填しつつ、あるいは
充填後に金型を後退しキャビティ容積を拡大しつつ溶融樹脂内部に加圧流体を注入し中空
構造を形成する方法である。
【００８４】
三つ目の方法は、開状態の金型キャビティ面に本発明の樹脂組成物を含んで成る樹脂シー
トを１枚もしくは２枚インサートし、金型を閉状態で２枚のシート間もしくは１枚のシー
ト背面に溶融樹脂を充填しつつ／または充填後、キャビティ容積を拡大しつつ加圧流体を
溶融樹脂内に注入し中空構造を形成する樹脂一体成形体の製造方法である。開状態の金型
片面のキャビティ面に、たとえば本発明の樹脂組成物より成る樹脂シートを１枚インサー
トし、背面に溶融樹脂を充填しつつ、あるいは充填後に金型を後退しキャビティ容積を拡
大しつつ溶融樹脂内部に加圧流体を注入し中空構造を形成する方法、または２枚の樹脂シ
ートを用い金型両面のキャビティ面にシートをインサートし、シート間に溶融樹脂を充填
しキャビティ容積を拡大し加圧流体を注入し中空構造を形成する方法である。使用する充
填樹脂としては、本発明の樹脂組成物を含んでなるシートと密着する樹脂であればよく、
好ましくは本発明の樹脂組成物と溶解度パラメータ（ＳＰ値）が近いものが良い。このよ
うな充填樹脂としては、上記熱可塑性樹脂積層体において使用する熱可塑性樹脂（Ｄ）の
いずれか 1種以上を使用することができる。
【００８５】
本発明の中空構造を有する樹脂一体成形体の適用部品としては、図１４、１５に示すよう
に、例えばフード（１３１）、ドア（１３２）、バックドア（１３３）、ルーフ（１３４
）、フェンダー（１３５）、ウィンドウ（１３６）、トランクリッド（１３７）、センタ
ーコンソールボックス（１４１）、ピラーガーニッシュ（１４２）、インストルメントパ
ネル（１４３）、ヘッドライニング等を挙げることができる。これらの部品はインナー／
アウターおよび付帯する部品やレインホース等を同時にかつ一体で成形でき、部品数の低
減および工程数を短縮することができる。更に中空部に気体、液体、固体あるいはこれら
の混合物を封入することで付加的な機能を付与することができる。例えばフードではレイ
ンホースとの一体化や遮音・遮熱機能の付与が可能であり、ルーフではヘッドライニング
との一体化や断熱・遮音機能の付与が可能であり、ドアやフェンダーではインナー／アウ
ターの一体化が可能である。
【００８６】
本発明の第十二は、上記樹脂組成物を含んで成る、異なる機能を有する二種類以上の部品
を統合し、ひとつの部品に少なくともこれら二種類以上の機能を付与したことを特徴とす
る一体成形部品である。ここに異なる機能とは、例えば、インストルメントパネルのよう
な表示機能、エアコンダクトなどのような通風機能、ルーフレール等の固定機能などをい
う。本発明の樹脂組成物は、高剛性、高耐熱性であり、熱時／成形時の寸法安定性、耐薬
品性等の多彩な機能を有するため、種々の機能の確保が期待される部材に応用することが
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でき、これらを一体成形することで異なる機能を有する二種類以上の部品を統合し、ひと
つの部品に二種類以上の機能が付与された一体成形部品とすることができる。これによっ
て大型部品の一体化、いわゆるモジュール化やインテグレーション（統合化）に好適であ
り、高品質を維持しながら部品点数、工程数、重量の低減が可能になる。例えば、大型内
装部品である図１６に示すインストルメントパネルは、現在、パネル部（１５１）とエア
コンのエアダクトやケース（１５２）、クロスカービーム（ステアリングクロスメンバー
）を別々に作り、これらを車の製造ラインで組み立てている。従来の樹脂材料でパネル部
とエアコンのエアダクトやケースを一体成形しようとすると、大型かつ複雑な形状の部品
のため成形収縮によるヒケや歪み、熱時の膨張などが課題となるが、本発明の樹脂組成物
を用いることでこのような課題が解決可能となる。また、本発明の樹脂組成物は高い剛性
を有するので、このような一体成形により部品全体を構造体とすることが可能で、従来ス
チールが使用されているクロスカービーム（ステアリングクロスメンバー）を廃すること
が可能である。また本発明の樹脂組成物を用いることでスチールでは後付けする必要があ
ったブラケット等も一体成形可能となる。また一体成形時に金型内に表皮材等の加飾材を
投入しインサート成形することにより、加飾材との一体成形も可能になる。同様の効果は
例えばドアに適用した場合でも得られる。現在のドアインナーパネルはスチール製が主で
、ここにサイドウィンドウ用のガイドレールやレギュレータ、ドアロック、スピーカ等の
各種部品が製造ラインで組み付けられる。本発明の樹脂組成物を用いることでドアインナ
ーパネル、ガイドレール、スピーカハウジング等を一体成形することができる。
【００８７】
図１７に本発明の一体成形部品の他の例を示す。図１７に示すように、大型外装部品であ
るルーフレール（１６１）を例にすると、前述した本発明の樹脂組成物製のルーフパネル
（１６２）との一体成形が可能となる。ルーフレールは重量がかかり温度的にも厳しい環
境で使用されるため、従来の樹脂材料では特に剛性と耐熱性が課題となっていた。しかし
ながら、本発明の樹脂組成物を用いるとこのような課題が解決可能となる。同様の効果は
例えばスポイラーに適用した場合でも得られ、前述した本発明の樹脂組成物製のトランク
リッドとの一体成形が可能である。
【００８８】
図１８に大型車体部品であるラジエーターコアを示す。現在フロントエンドモジュールと
して樹脂製のラジエーターコアが世にでつつあるが、本発明の樹脂組成物を用いると、更
に耐熱性、耐薬品性、剛性強度に優れたより軽量な部品とすることができ、ファンシュラ
ウドやブラケット等も一体成形することができる。特に、本発明の樹脂組成物を用いると
、ラジエーターのリザーバタンク、ヘッドランプカバー等の透明部を一体成形することが
でき、加えて、従来は別体であったバンパ補強材の一体化も可能となる。また、エンジン
ルーム内部品であるエアクリーナーやスロットルチャンバー等を例にすると、耐熱性と耐
薬品性に優れ低線膨張の本発明の樹脂組成物を用いることで、これらを一体化することが
できる。従来からこのような一体化は試みられているが、エンジンルーム内は高温かつオ
イル等の薬品による厳しい環境であり、従来の樹脂材料ではこの対策が課題となっている
が、本発明の樹脂組成物を用いるとこのような課題が解決可能となる。同様の効果はイン
テークマニホールドやシリンダヘッドカバーに適用した場合でも得られ、前述の部品とと
もに一体成形することも可能である。
【００８９】
本発明の一体成形部品は、本発明の樹脂組成物のみでも構成できるが、本発明の樹脂組成
物を他の樹脂材料と積層した多層積層体で構成することも可能である。このような多層積
層体は少なくとも本発明の樹脂組成物から成る層を一層以上含んでいればよく、好ましく
は積層体の最表面層と最下層、更に好ましくは中間層にも該樹脂組成物層を設けることが
できる。多層積層体とすることで本発明の樹脂組成物のみでは発現できないような付加機
能をも付与することが可能となる。このような多層積層体として、上記熱可塑性樹脂積層
体がある。
【００９０】
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本発明の樹脂組成物は、高剛性、高耐熱性であり、熱時／成形時の寸法安定性にも優れる
ため、一体成形部品とした場合には、例えばスロットルチャンバーのような可動部と非可
動部を有する部品の用途に好適である。すなわち、自動車の吸排気系部品やエアコンユニ
ット内には、可動部と非可動部を有する部品が多数用いられている。これらの部品は主に
空気などの気体の流れを制御するものであり、気体を流路となる筒状の部品と気体の流れ
を制御する開閉可能な蓋から構成され、例えばスロットルチャンバーやエアコンユニット
内の各ドアが例示できるが、これらの部品では気密性が重要である。従来の樹脂材料を用
いてこれらの部品の筒状部分と蓋部分を成形すると、成形収縮率や熱膨張率が大きいため
、寸法精度が上げられず、開閉部分の気密性が課題となる。また、特にエンジンルーム内
の部品に適用する場合、耐熱性も要求されるため、この点も課題となった。しかし、低熱
膨張率、低熱収縮率、高耐熱性を有する本発明の樹脂組成物を用いることで、これらの課
題が解決可能となり、気密性に優れた部品とすることができる。更に本発明の樹脂組成物
は高剛性なためこれらの部品の軽量化とそれによるレスポンスの向上が可能となる。
【００９１】
本発明の可動部と非可動部を有する成形体は、例えば射出成形法を用いて可動部と非可動
部を別々に成形した後、これらを組み立ててもよいが、例えば二色成形法等の方法で可動
部と非可動部を一体成形することが好ましい。気密性がより向上し、また工程数や部品数
の低減が可能になるためである。図１９に示すスロットルチャンバーを例に取ると、例え
ば次の方法で製造することができる。
【００９２】
スロットルチャンバーは非可動部である筒状のチャンバー部（１８１）と可動部である開
閉バルブ（１８２）および開閉バルブ（１８３）とを有する。まず、二色成形用金型内に
、開閉バルブ用金属製シャフトをセットし、次に円筒状のチャンバーを射出成形し、続い
て円盤状の開閉バルブを成形するためにスライドコアを後退して円盤状の開閉バルブを射
出成形する。このとき金属製シャフトと円盤状の開閉バルブが一体化される。本発明によ
れば、可動部が気体流動を制御する開閉蓋であり非可動部は流動気体を導入する筒状成形
品にも、好ましく応用することができる。
【００９３】
本発明の樹脂組成物は、炭化水素系燃料の遮断性、ガスバリア性、耐薬品性に優れるため
、炭化水素系燃料を収納する部品または容器、例えば、車両用の燃料タンク等の一連の燃
料系部品、灯油容器等家庭用品の用途に好適である。図２０に、このような部品や容器で
ある、自動車等の車両における樹脂製燃料タンクを示す。フィラーチューブ（１９１）を
介して炭化水素系燃料であるガソリンが燃料タンク（１９２）に注入・貯蔵され、ついで
当該ガソリンが燃料ポンプ（１９３）によりエンジン（１９４）に圧送される形式の燃料
系システムとなっている。燃料系部品において本発明の樹脂組成物が適用できる部品とし
ては、燃料タンク（１９２）、フィラーキャップ（１９５）、ベントチューブ（１９６）
、フューエルホース（１９７）、フューエルカットオフバルブ、デリバリーパイプ、エバ
ポチューブ、リターンチューブ、フューエルセンダーモデュール等が挙げられる。燃料タ
ンクはこれら車両の燃料系システム部品の中で最大規模の部品である。近年樹脂化が進み
、部品形状の自由度増の効果により金属製に比べ貯蔵燃料量が約１０リットルほど増大、
かつ重量も２５％程度軽減された。この利点から燃料タンクの樹脂化への期待が一層高ま
っている。ここで燃料タンクの樹脂化の現状と課題について詳述する。
【００９４】
従来から、母材樹脂としてオレフィン系のＨＤＰＥ（高密度ポリエチレン）が使用され、
その工法として吹き込み法で成形が行われてきた。これらの材料と工法には大きな変化は
なかったが、タンクの層構造は大きく変化した。例えば、当初は単層型燃料タンクであっ
たが、炭化水素の蒸散規制法の施行に伴い、炭化水素の透過低減のため燃料タンクの多層
化が余儀なくされた。その結果、現在燃料タンクはＨＤＰＥ／ＰＡ（ポリアミド）または
ＨＤＰＥ／ＥＶＯＨ（エチレン酢酸ビニル共重合体）の両端をＨＤＰＥで構成する３種５
層からなる多層構造タンクが主流となった。この場合の成形は、従来と同じ吹き込成形で
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ある。
【００９５】
上記単層型燃料タンクにおいて、タンクから多くの炭化水素系燃料が透過するのは両者の
相溶性が良いことが原因と考えられる。相溶の尺度であるＳＰ値はＨＤＰＥが７．９、炭
化水素系燃料が６～８であり、両者は同じ領域にある。一方、多層体からなるタンクに用
いるＰＡのＳＰ値は１３．６で、炭化水素系燃料とのＳＰ値の開きが大きく、換言すれば
相溶性が悪い領域にある。このことから多層体燃料タンクにおけるＰＡ材は、炭化水素系
燃料のタンク外への透過を阻止するバリアー層として設置されたのである。しかしながら
、該多層体燃料タンクの創出により炭化水素の蒸散規制法を満たす技法が確立されたが、
成形工程が煩雑で大幅な価格上昇を招いた。加えて複数の樹脂の積層構造体としたためリ
サイクルの円滑性が失われ、リサイクル社会という時代の要請に応えがたい新たな課題を
残した。
【００９６】
これに対し、本発明の樹脂組成物中の改質シリカ組成物はシラノール基を残しているため
ＳＰ値は１１を超え、前述のＰＡやＥＶＯＨに相当する炭化水素系燃料の透過阻止の機能
がある。また、本発明の樹脂組成物の主たる成分は、アクリル等の極性基を有するＳＰ値
が１１以上の樹脂が主体であり、炭化水素系燃料としてのガソリンとは馴染みにくく、換
言すれば相溶性が悪い材料構成となり、燃料タンクとしてより望ましい材料である。従っ
て、本発明の樹脂組成物を用いれば、単層型でも炭化水素の蒸散法規制を満たす車両用の
燃料タンクを提供することができることが判明した。これによって製造コストの低減が図
れ、かつリサイクルの社会的要請に応えることもできるようになった。なお、車両用の燃
料タンク以外にも、本発明の樹脂組成物は灯油容器等家庭用品に用いることもできる。こ
れにより灯油の大気への蒸散が軽減され、地球環境の保全に寄与することができる。
【００９７】
【実施例】
以下、本発明の実施例により具体的に説明する。本発明はこれによって限定されるもので
はない。なお、実施例および比較例における各種評価は以下の方法により、特記しない場
合には、「部」は質量部を、「％」は質量％を示す。
【００９８】
（評価方法：単層透明樹脂組成物）
（１）全光線透過率は、ヘイズメータ（村上色彩研究所製　ＨＭ―６５）で計測した。７
５％以上を合格とした。
【００９９】
（２）無機微粒子連結体の分散状態は、透過電子顕微鏡（日立製作所（株）製Ｈ－８００
）で観測した。
【０１００】
（３）曲げ強度・弾性率は、オートグラフ（島津製作所（株）製　ＤＣＳ－１０Ｔ）で計
測した。曲げ強度１０８ＭＰａ以上を合格とした。
【０１０１】
（４）線膨張係数は、熱機械測定装置（セイコー電子工業（株）製　ＴＭＡ１２０Ｃ）で
計測した。
【０１０２】
（評価方法：積層体）
（１）全光線透過率（％）：ヘイズメーター（ＨＭ－６５　村上色彩研究所製）で測定し
た。○：≧９０、×：＜９０　として評価した。
【０１０３】
（２）ロックウエル硬度：ロックウエル硬度計（Ｍスケール）で測定した。○：≧９５、
×：＜９５として評価した。
【０１０４】
（３）曲げ弾性率：オートグラフ（ＤＣＳ－１０Ｔ　島津製作所製）で測定した。○：≧
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３５００ＭＰａ、×：＜３５００ＭＰａとして評価した。
【０１０５】
（４）耐衝撃性：２００×２００ｍｍの積層体を１８０×１８０ｍｍの枠で全周固定し、
ＪＩＳ－Ｒ３２１２の耐衝撃性試験法相当の鋼球を高さを変え自由落下させ亀裂が発生す
る高さを測定した。○：≧３ｍ、×：＜３ｍとして評価した。
【０１０６】
（５）層間の剥離有無：作成した積層体を約９０度に折り曲げて層間の剥離有無を目視で
判断した。○：剥離無し、×：剥離有りとして評価した。
【０１０７】
（６）ソリの有無：積層体より１００×５０ｍｍの試験片を切り出し、１１０℃オーブン
×２Ｈ→室温×２Ｈ以上放冷のサイクルを１０回繰り返した後のソリの有無を目視で判断
した（ｎ＝３）。○：ソリ無し、×：ソリ有りとして評価した。
【０１０８】
（実施例１）
ケイ酸ナトリウム（水ガラス）を原料とし、イオン交換によりナトリウムを除去して、核
となるゾル（約５ｎｍ）を得て、これらの微小粒子を液中で単独で成長させ、太さ５～１
０ｎｍ、長さ９０～３５０ｎｍの鎖状シリカを得た。この鎖状シリカに、シリル化剤で処
理してアルキル基を付加し、メチルエチルケトンに溶解してシリカ溶液を得た。
【０１０９】
重合開始剤ＡＩＢＮをメタクリル酸メチルモノマー（１モル／リットル）に対し０．５モ
ル％添加、８０℃に加熱し、これに先に調製したシリカ溶液を滴下しながら重合反応させ
た。約６時間後に凝固用溶剤ヘキサンで沈降させ、シリカ微粒子連結体とメタクリル樹脂
の組成比率３０／７０の混合組成物を得た。
【０１１０】
得られた樹脂組成物を乾燥して、加熱プレス成形して試験片を得た。得られた試験片は、
透明性良好で、メタクリル樹脂単独に比べ、表面硬度向上、曲げ強度および曲げ弾性率向
上、線膨張率低下を示した。また球状のシリカ微粒子を配合したメタクリル樹脂に比べ、
鎖状のシリカ微粒子連結体配合の樹脂組成物は曲げ弾性率が大きい価を示した。この試験
片で得られた全光線透過率、透過電顕での分散状態、ロックウエル硬度、曲げ強度、曲げ
弾性率、線膨張係数の結果を表１に示す。
【０１１１】
（実施例２）
ケイ酸ナトリウム（水ガラス）を原料とし、イオン交換によりナトリウムを除去して、核
となるゾル（約５ｎｍ）を得て、これらの微小粒子を液中で単独で成長させ、太さ５～１
０ｎｍ、長さ９０～３５０ｎｍの鎖状シリカを得た。この鎖状シリカに、シリル化剤で処
理してアルキル基を付加し、メチルエチルケトンに溶解してシリカ溶液を得た。
【０１１２】
重合開始剤ＡＩＢＮをメタクリル酸メチルモノマー（１モル／リットル）に対し０．５モ
ル％添加、８０℃に加熱し、徐々に先に調製したシリカ溶液を滴下しながら重合反応させ
て、約６時間後に凝固用溶剤ヘキサンで沈降させ、シリカ微粒子連結体とメタクリル樹脂
の組成比率３０／７０の混合組成物を得た。
【０１１３】
得られた樹脂組成物を乾燥して、加熱プレス成形して試験片を得た。得られた試験片は、
透明性良好で、メタクリル樹脂単独に比べ、表面硬度向上、曲げ強度および曲げ弾性率向
上、線膨張率低下を示した。さらに実施例１の組成物に比べて、線膨張率が小さく、より
良好な結果を示した。また、球状のシリカ微粒子を配合したメタクリル樹脂に比べ、鎖状
のシリカ微粒子連結体配合の樹脂組成物は曲げ弾性率が大きい価を示した。この試験片で
得られた全光線透過率、透過電顕での分散状態、ロックウエル硬度、曲げ強度、曲げ弾性
率、線膨張係数の結果を表１に示す。
【０１１４】
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（実施例３）
重合開始剤ＡＩＢＮをメタクリル酸メチルモノマー（１モル／リットル）に対し０．５モ
ル％添加、８０℃に加熱し、徐々にメチルエチルケトン溶剤分散のアルキル基で表面疎水
化処理した鎖状のシリカ微粒子連結体（太さ５～１０ｎｍ、長さ３０～８０ｎｍ）を滴下
しながら重合反応させて、約６時間後に凝固用溶剤ヘキサンで沈降させ、シリカ微粒子連
結体とメタクリル樹脂の組成比率３０／７０の混合組成物を得た。
【０１１５】
得られた樹脂組成物を乾燥して、加熱プレス成形して試験片を得た。得られた試験片は、
透明性良好で、メタクリル樹脂単独に比べ、表面硬度向上、曲げ強度および曲げ弾性率向
上、線膨張率低下を示した。しかし、実施例１に示した樹脂組成物に比べて、曲げ強度は
低下した。これは、シリカ微粒子連結体の長さが短いからである。しかし、球状のシリカ
微粒子を配合したメタクリル樹脂に比べ、鎖状のシリカ微粒子連結体配合の樹脂組成物は
曲げ弾性率が大きい価を示した。この試験片で得られた全光線透過率、透過電顕での分散
状態、ロックウエル硬度、曲げ強度、曲げ弾性率、線膨張係数の結果を表１に示す。
【０１１６】
（実施例４）
重合開始剤ＡＩＢＮをメタクリル酸メチルモノマー（１モル／リットル）に対し０．５モ
ル％添加、徐々にメチルエチルケトン溶剤分散のアルキル基で表面疎水化処理した鎖状の
シリカ微粒子連結体（太さ５～１０ｎｍ、長さ３５０～５００ｎｍ）を滴下しながら重合
反応させて、約６時間後に凝固用溶剤エタノールで沈降させ、シリカ微粒子連結体とメタ
クリル樹脂の組成比率３０／７０の混合組成物を得た。
【０１１７】
得られた樹脂組成物を乾燥して、加熱プレス成形して試験片を得た。得られた試験片は、
メタクリルに比べ透明性は劣るが良好で、メタクリル樹脂単独に比べ、表面硬度向上、曲
げ強度および曲げ弾性率向上、線膨張率低下を示した。しかし実施例１に比べ、曲げ強度
は優れるが、分散性が劣るため透明性は劣り、硬度もやや劣る。これは、シリカ微粒子連
結体の長さが、可視光線波長の長さより大きいためである。しかし球状のシリカ微粒子を
配合したメタクリル樹脂に比べ、鎖状のシリカ微粒子連結体配合の樹脂組成物は曲げ弾性
率が大きい価を示した。この試験片で得られた全光線透過率、透過電顕での分散状態、ロ
ックウエル硬度、曲げ強度、曲げ弾性率、線膨張係数の結果を表１に示す。
【０１１８】
（実施例５）
重合開始剤ＡＩＢＮをメタクリル酸メチルモノマー（１モル／リットル）に対し０．５モ
ル％添加、８０℃に加熱し、徐々にメチルエチルケトン溶剤分散のアルキル基で表面疎水
化処理した鎖状のシリカ微粒子連結体（太さ１～５ｎｍ ,長さ９０～３５０ｎｍ ,シリカ微
粒子長さ７～５０ｎｍ）を滴下しながら重合反応させて、約６時間後に凝固用溶剤ヘキサ
ンで沈降させると、シリカ微粒子連結体とメタクリル樹脂の組成比率３０／７０の混合組
成物を得る。
【０１１９】
得られた樹脂組成物を乾燥して、加熱プレス成形して試験片を得た。得られた試験片は、
透明性良好で、メタクリル樹脂単独に比べ、表面硬度向上、曲げ強度および曲げ弾性率向
上、線膨張率低下を示した。この試験片で得られた全光線透過率、透過電顕での分散状態
、ロックウエル硬度、曲げ強度、曲げ弾性率、線膨張係数の結果を表１に示す。
【０１２０】
（実施例６）
重合開始剤ＡＩＢＮをメタクリル酸メチルモノマー（１モル／リットル）に対し０．５モ
ル％添加、８０℃に加熱し、徐々にメチルエチルケトン溶剤分散のアルキル基で表面疎水
化処理した鎖状のシリカ微粒子連結体（太さ１０～２０ｎｍ ,長さ９０～３５０ｎｍ ,シリ
カ微粒子長さ７～５０ｎｍ）を滴下しながら重合反応させて、約６時間後に凝固用溶剤へ
キサンで沈降させると、シリカ微粒子連結体とメタクリル樹脂の組成比率３０／７０の混
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合組成物を得る。
【０１２１】
得られた樹脂組成物を乾燥して、加熱プレス成形して試験片を得た。得られた試験片は、
透明性良好で、メタクリル樹脂単独に比べ、表面硬度向上、曲げ強度および曲げ弾性率向
上、線膨張率低下を示した。この試験片で得られた全光線透過率、透過電顕での分散状態
、ロックウエル硬度、曲げ強度、曲げ弾性率、線膨張係数の結果を表１に示す。
【０１２２】
（実施例７）
重合開始剤ＡＩＢＮをメタクリル酸メチルモノマー（１モル／リットル）に対し０．５モ
ル％添加、８０℃に加熱し、徐々にメチルエチルケトン溶剤分散のアルキル基で表面疎水
化処理した鎖状のシリカ微粒子連結体（太さ１０～２０ｎｍ ,長さ５０～３５０ｎｍ ,シリ
カ微粒子長さ５０～１００ｎｍ）を滴下しながら重合反応させて、約６時間後に凝固用溶
剤へキサンで沈降させると、シリカ微粒子連結体とメタクリル樹脂の組成比率３０／７０
の混合組成物を得る。
【０１２３】
得られた樹脂組成物を乾燥して、加熱プレス成形して試験片を得た。得られた試験片は、
透明性良好で、メタクリル樹脂単独に比べ、表面硬度向上、曲げ強度および曲げ弾性率向
上、線膨張率低下を示した。この試験片で得られた全光線透過率、透過電顕での分散状態
、ロックウエル硬度、曲げ強度、曲げ弾性率、線膨張係数の結果を表１に示す。
【０１２４】
（実施例８）
重合開始剤ＡＩＢＮをメタクリル酸メチルモノマー（１モル／リットル）に対し０．５モ
ル％添加、８０℃に加熱し、徐々にメチルエチルケトン溶剤分散のアルキル基で表面疎水
化処理した鎖状のシリカ微粒子連結体（太さ１０～２０ｎｍ ,長さ１００～３５０ｎｍ ,シ
リカ微粒子長さ５０～１００ｎｍ）を滴下しながら重合反応させて、約６時間後に凝固用
溶剤へキサンで沈降させると、シリカ微粒子連結体とメタクリル樹脂の組成比率３０／７
０の混合組成物を得る。
【０１２５】
得られた樹脂組成物を乾燥して、加熱プレス成形して試験片を得た。得られた試験片は、
透明性良好で、メタクリル樹脂単独に比べ、表面硬度向上、曲げ強度および曲げ弾性率向
上、線膨張率低下を示した。この試験片で得られた全光線透過率、透過電顕での分散状態
、ロックウエル硬度、曲げ強度、曲げ弾性率、線膨張係数の結果を表１に示す。
【０１２６】
（実施例９）
ポリメタクリル酸メチル１００部をメチルエチルケトン溶剤に溶解し、この溶液にメチル
エチルケトン溶剤分散のアルキル基で表面疎水化処理した鎖状のシリカ微粒子連結体（太
さ５～１０ｎｍ、長さ９０～３５０ｎｍ）を滴下しながら混合させて、その後に凝固用溶
剤ヘキサンで沈降させると、シリカ微粒子連結体とメタクリル樹脂の組成比率３０／７０
の混合組成物を得た。
【０１２７】
得られた樹脂組成物を乾燥して、加熱プレス成形して試験片を得た。得られた試験片は、
メタクリルに比べ、透明性は劣るが、メタクリル樹脂単独に比べ、表面硬度向上、曲げ強
度および曲げ弾性率向上、線膨張率低下を示した。しかし、シリカ微粒子連結体の分散性
が悪いため、実施例１の組成物に比べ、透明性、硬度、曲げ強度、曲げ弾性率は劣る。し
かし球状のシリカ微粒子を配合したメタクリル樹脂に比べ、鎖状のシリカ微粒子連結体配
合の樹脂組成物は曲げ弾性率が大きい価を示した。この試験片で得られた全光線透過率、
透過電顕での分散状態、ロックウエル硬度、曲げ強度、曲げ弾性率、線膨張係数の結果を
表２に示す。
【０１２８】
（実施例１０）
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重合開始剤ＡＩＢＮをメタクリル酸メチルモノマー（１モル／リットル）に対し０．５モ
ル％添加、徐々にメチルエチルケトン溶剤分散のアルキル基で表面疎水化処理した鎖状の
シリカ微粒子連結体（太さ５～１０ｎｍ、長さ９０～３５０ｎｍ）を滴下しながら重合反
応させて、約６時間後に凝固用溶剤ヘキサンで沈降させると、シリカ微粒子連結体とメタ
クリル樹脂の組成比率１０／９０の混合組成物を得た。
【０１２９】
得られた樹脂組成物を乾燥して、加熱プレス成形して試験片を得た。得られた試験片は、
透明性良好で、メタクリル樹脂単独に比べ、表面硬度向上、曲げ弾性率向上、線膨張率低
下を示した。しかし、実施例１の組成物に比べ、曲げ強度、曲げ弾性率、硬度、および線
膨張率の向上は少なかった。これは、シリカ微粒子連結体の配合量が少ないためである。
しかし、球状のシリカ微粒子を配合したメタクリル樹脂に比べ、鎖状のシリカ微粒子連結
体配合の樹脂組成物は曲げ弾性率が大きい価を示した。この試験片で得られた全光線透過
率、透過電顕での分散状態、ロックウエル硬度、曲げ強度、曲げ弾性率、線膨張係数の結
果を表２に示す。
【０１３０】
（実施例１１）
重合開始剤ＡＩＢＮをメタクリル酸メチルモノマー（１モル／リットル）に対し０．５モ
ル％添加、徐々にメチルエチルケトン溶剤分散のアルキル基で表面疎水化処理した鎖状の
シリカ微粒子連結体（太さ５～１０ｎｍ、長さ９０～３５０ｎｍ）を滴下しながら重合反
応させて、約６時間後に凝固用溶剤ヘキサンで沈降させると、シリカ微粒子連結体とメタ
クリル樹脂の組成比率７０／３０の混合組成物を得た。
【０１３１】
得られた樹脂組成物を乾燥して、加熱プレス成形して試験片を得た。得られた試験片は、
メタクリルに比べ、透明性曲げ強度は劣るが、表面硬度向上、曲げ弾性率向上、線膨張率
低下を示した。
【０１３２】
しかし、実施例１の組成物に比較して、透明性や曲げ強度は劣った。これはシリカ微粒子
連結体の配合量が多すぎるため、シリカ微粒子連結体の凝集や欠陥が増加するためである
。しかし、球状のシリカ微粒子を配合したメタクリル樹脂に比べ、鎖状のシリカ微粒子連
結体配合の樹脂組成物は曲げ弾性率が大きい価を示した。この試験片で得られた全光線透
過率、透過電顕での分散状態、ロックウエル硬度、曲げ強度、曲げ弾性率、線膨張係数の
結果を表２に示す。
【０１３３】
（比較例１）
メタクリル酸メチル１００部に過酸化ベンゾイル０．５部を混合、９０℃に加熱し、徐々
にメチルエチルケトン溶剤分散のシリカ微粒子（粒径１０～２０ｎｍ）を滴下しながら重
合反応させて、約１時間後に凝固用溶剤エタノールで沈降させると、シリカ微粒子とメタ
クリル樹脂の組成比率３０／７０の混合組成物を得た。
【０１３４】
得られた樹脂組成物を乾燥して、加熱プレス成形して試験片を得た。得られた試験片は、
透明性良好であるが、実施例１～７の鎖状のシリカ微粒子連結体配合のメタクリル樹脂に
比べ、曲げ弾性率が低い値を示した。この試験片で得られた全光線透過率、ロックウエル
硬度、曲げ強度、曲げ弾性率、線膨張係数の結果を表２に示す。
【０１３５】
（比較例２）
メタクリル酸メチル１００部に過酸化ベンゾイル０．５部を混合、９０℃に加熱し、重合
反応させて、約１時間後に凝固用溶剤エタノールで沈降させると、メタクリル樹脂を得る
。
【０１３６】
得られた樹脂組成物を乾燥して、加熱プレス成形して試験片を得た。この試験片で得られ
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た全光線透過率、ロックウエル硬度、曲げ強度、曲げ弾性率、線膨張係数の結果を表２に
示す。
【０１３７】
（実施例１２）
実施例１の樹脂組成物とポリカーボネート系樹脂（三菱エンジニアリングプラスチックス
製のユーピロンＥ２００Ｕ）を２台の押し出し機で３つのスリットを持つＴダイを使い積
層体を調製した。上層はシリカ含有アクリル樹脂層（樹脂（Ａ））、中間層はシリカを含
まないポリカーボネート系樹脂層（樹脂（Ｂ））、下層は上層と同じシリカ含有アクリル
樹脂層（樹脂（Ａ））の３層構造で、各層の厚さは１／３／１ｍｍの構成をもつ積層体を
得た。評価結果を表３に示す。
【０１３８】
（実施例１３）
無機微粒子連結体の配合量を１質量％にした以外は、実施例１２と同じ条件で積層体を得
て評価した。評価結果を表３に示す。
【０１３９】
（実施例１４）
無機微粒子連結体の量を１０質量％にした以外は、実施例１２と同じ条件で積層体を得て
評価した。評価結果を表３に示す。
【０１４０】
（実施例１５）
押し出し機の吐量を下げ、またＴダイのスリット間隙を調整し、表層の樹脂（Ａ）厚さを
を０．１ｍｍに、中間層の樹脂（Ｂ）を０．３ｍｍに、下層の樹脂（Ａ）を０．１ｍｍに
した以外は実施例１２と同じ条件で積層体を得て評価した。
【０１４１】
評価結果を表３に示す。
【０１４２】
（実施例１６）
押し出し機の吐量を増し、またＴダイのスリット間隙を調整して、表層の樹脂（Ａ）を２
ｍｍ厚さに、中間層の樹脂（Ｂ）を６ｍｍ厚さに、下層の樹脂（Ａ）を２ｍｍ厚さにした
以外は実施例１２と同じ条件で積層体を得て評価した。評価結果を表３に示す。
【０１４３】
（実施例１７）
無機微粒子連結体の長さが２００～２５０ｎｍのものを用い、樹脂への配合量を５質量％
にした以外は実施例１と同じ条件で積層体を得て評価した。評価結果を表３に示す。
【０１４４】
（実施例１８）
押し出し機の吐量を調整し、またＴダイを５層の積層が可能なＴダイにして樹脂（Ａ）と
樹脂（Ｂ）が交互に積層された５層の積層体得た。樹脂層構成は、Ａ／Ｂ／Ａ／Ｂ／Ａで
各層の厚さは、０．７／１．５／０．６／１．５／０．７ｍｍにした以外は、実施例１と
同じ条件で積層体を得て評価した。評価結果を表３に示す。
【０１４５】
（比較例３）
無機微粒子連結体を配合しないアクリル樹脂（以下、樹脂（Ｃ）と称する）を用いた以外
は実施例１２と同じ条件で５ｍｍ厚さの３層積層体を得て評価した。評価結果を表３に示
す。
【０１４６】
（結果）
実施例１～７に係る本発明のシリカ微粒子連結体を配合した樹脂組成物は、可視光線波長
よりも小さいシリカ微粒子連結体を凝集することなく、透明な非結晶の樹脂に分散配合す
ることによって、透明樹脂の光線透過率を低減することなく、透明樹脂単独に比べて、剛
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性向上、熱膨張率低減、表面硬度向上を得ることができた。また、球状のシリカ微粒子を
配合したメタクリル樹脂に比べ、本発明に係るシリカ微粒子連結体配合の樹脂組成物は曲
げ弾性率が大きかった。
【０１４７】
また、実施例８～１４に示す様に本発明の樹脂組成物を積層することにより成形体の耐衝
撃性を高め、温度によるソリを抑えることができた。
【０１４８】
このため、この樹脂組成物を用いて、射出成形、押出成形、ブロー成形により上記の特性
を持つデザイン自由度の大きい成形品を得ることが可能である。また、無機ガラスの自動
車ウィンドウは周囲を機械加工で仕上げることが必要であるが、射出成形でウィンドウを
成形すると、周囲の加工は不必要で生産性が向上する。
【０１４９】
【表１】
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【０１５０】
【表２】
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【０１５１】
【表３】
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【図面の簡単な説明】
【図１】　図１は、網目状シリカを分散した無機微粒子連結体の電子顕微鏡で観察した図
である。
【図２】　図２は、本発明に係る樹脂組成物（Ａ）の車両用外装部品用途の一例を示す説
明図である。
【図３】　図３ａ、図３ｂは、本発明に係る樹脂組成物（Ａ）の車両用外板用途の一例を
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示す説明図である。
【図４】　図４は、本発明に係る樹脂組成物（Ａ）の樹脂ウィンドウ用途の一例を示す説
明図である。
【図５】　図５は、本発明に係る樹脂製ワイパーシステの模式図である。
【図６】　図６は、本発明に係る樹脂製ドアミラーステイの車両用外装部品用途の一例を
示す説明図である。
【図７】　図７は、本発明に係る透明樹脂部と不透明樹脂部とを一体で成形したインスト
ルメントパネルを示す図である。
【図８】　図８は、本発明に係る樹脂製ミラー、樹脂製ウィンドウを示す図である。
【図９】　図９は、本発明の樹脂製ランプリフレクターを用いたヘッドランプ部を示す横
断面図である。
【図１０】　図１０は、本発明に係る樹脂組成物を用いたエンジンルーム内部品の一例を
示す説明図である。
【図１１】　図１１は、本発明に係る樹脂組成物を用いたエンジンルーム内部品の一例を
示す説明図である。
【図１２】　図１２は、本発明に係る樹脂組成物を用いた樹脂製冷却装置部品の一例を示
す図である。
【図１３】　図１３は、本発明に係る樹脂組成物を用いた樹脂製冷却装置部品の一例を示
す図である。
【図１４】　図１４は、本発明に係る樹脂組成物を用いた中空構造を有する樹脂一体成形
体の一例を示す図である。
【図１５】　図１５は、本発明に係る樹脂組成物を用いた中空構造を有する樹脂一体成形
体の一例を示す図である。
【図１６】　図１６は、本発明に係る樹脂組成物を用いた一体成形部品の一例を示す説明
図である。
【図１７】　図１７は、本発明に係る樹脂組成物を用いた一体成形部品の一例を示す説明
図である。
【図１８】　図１８は、本発明に係る樹脂組成物を用いた一体成形部品の一例を示す説明
図である。
【図１９】　図１９は、本発明に係る樹脂組成物を用いた可動部と非可動部を有する成形
体の一例を示す図であり、図１９Ａは該成形体の横断面図、図１９Ｂは該成形体の上面図
である。
【図２０】　図２０は、本発明に係る樹脂組成物の車両用外装部品用途の一例を示す説明
図である。
【符号の説明】
１…ドアモール、２…ドアミラーのフレーム枠、３…ホイールキャップ、４…スポイラー
、５…バンパー、６…ウィンカーレンズ、７…ピラーガーニッシュ、８…リアフィニッシ
ャー、２１…フロントフェンダー、２２…ドアパネル、２３…ルーフパネル、３１…サイ
ドガラス、３２…リアガラス、４１…ワイパーアーム、４２…ワイパーブレード、４３…
弾性を有する支持部分、４４…軟らかいゴム部分、４５…ワイパーアーム固定用ナット穴
、５１…ランプ・フード・フェンダー一体樹脂成形体、５２…ピラーガーニッシュ・ガラ
ス一体樹脂成形体、５３…ルーフ・フェンダ・ガラス一体樹脂成形体、５４…バックドア
・ガラス一体樹脂成形体、５５…ドア・ガラス一体樹脂成形体、６１…インストルメント
パネル、６２…計器類のカバー、７１…フロントウィンドウ、７２…ドアウィンドウ、７
３…リヤウィンドウ、７４…樹脂製サイドミラー、８１…車体側基体、８２…アウタ部材
、８３…リフレクター、８４…バルブ、８５…光軸調整器、８６…アウタレンズ、９１…
ラジエーター、９２…冷却液リザーブタンク、９３…ウオシャータンクインレット、９４
…電気部品ハウジング、９５…ブレーキオイルタンク、９６…シリンダーヘッドカバー、
１０１…エンジンボディー、１０２…タイミングチェーン、１０３…ガスケット、１０４
…フロントチェーンケース、１１１…ウォーターパイプ、１１２…Ｏ－リング、１１３…
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ウォーターポンプハウジング、１１４…ウォーターポンプインペラ、１１５…ウォーター
ポンプ、１１６…ウォーターポンププーリ、１２１…ウォーターパイプ、１２２…サーモ
スタットハウジング、１２３…サーモスタット、１２４…ウォーターインレット、１３１
…フード、１３２…ドア、１３３…バックドア、１３４…ルーフ、１３５…フェンダー、
１３６…ウィンドウ、１３７…トランクリッド、１４１…センターコンソールボックス、
１４２…ピラーガーニッシュ、１４３…インストルメントパネル、１５１…パネル部、１
５２…エアコンのエアダクトおよびケース、１６１…ルーフレール、１６２…ルーフパネ
ル、１８１…チャンバー部、１８２…開閉バルブ、１８３…開閉バルブ、１９１…フィラ
ーチューブ、１９２…燃料タンク、１９３…燃料ポンプ、１９４…エンジン、１９５…フ
ィラーキャップ、１９６…ベントチューブ、１９７…フューエルホース、１９８…空気室
。
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】
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【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】 【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】
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【 図 １ ８ 】 【 図 １ ９ 】

【 図 ２ ０ 】

(34) JP 3862075 B2 2006.12.27



フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
                        Ｂ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０Ｒ   1/06     (2006.01)   1/06     (2006.01)   1/06     (2006.01)   1/06     (2006.01)   1/06     (2006.01)   1/06     (2006.01)   1/06     (2006.01)   1/06     (2006.01)           Ｂ６０Ｒ   1/06    　　　Ｄ          　　　　　
                        Ｂ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０Ｒ  13/02     (2006.01)  13/02     (2006.01)  13/02     (2006.01)  13/02     (2006.01)  13/02     (2006.01)  13/02     (2006.01)  13/02     (2006.01)  13/02     (2006.01)           Ｂ６０Ｒ  13/02    　　　Ｃ          　　　　　
                        Ｂ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０Ｒ  13/04     (2006.01)  13/04     (2006.01)  13/04     (2006.01)  13/04     (2006.01)  13/04     (2006.01)  13/04     (2006.01)  13/04     (2006.01)  13/04     (2006.01)           Ｂ６０Ｒ  13/04    　　　Ａ          　　　　　
                        Ｂ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０ＲＢ６０Ｒ  19/03     (2006.01)  19/03     (2006.01)  19/03     (2006.01)  19/03     (2006.01)  19/03     (2006.01)  19/03     (2006.01)  19/03     (2006.01)  19/03     (2006.01)           Ｂ６０Ｒ  19/03    　　　Ｃ          　　　　　
                        Ｂ６０ＳＢ６０ＳＢ６０ＳＢ６０ＳＢ６０ＳＢ６０ＳＢ６０ＳＢ６０Ｓ   1/34     (2006.01)   1/34     (2006.01)   1/34     (2006.01)   1/34     (2006.01)   1/34     (2006.01)   1/34     (2006.01)   1/34     (2006.01)   1/34     (2006.01)           Ｂ６０Ｓ   1/34    　　　Ａ          　　　　　
                        Ｂ６０ＳＢ６０ＳＢ６０ＳＢ６０ＳＢ６０ＳＢ６０ＳＢ６０ＳＢ６０Ｓ   1/38     (2006.01)   1/38     (2006.01)   1/38     (2006.01)   1/38     (2006.01)   1/38     (2006.01)   1/38     (2006.01)   1/38     (2006.01)   1/38     (2006.01)           Ｂ６０Ｓ   1/38    　　　Ｂ          　　　　　
                        Ｂ６２ＤＢ６２ＤＢ６２ＤＢ６２ＤＢ６２ＤＢ６２ＤＢ６２ＤＢ６２Ｄ  25/06     (2006.01)  25/06     (2006.01)  25/06     (2006.01)  25/06     (2006.01)  25/06     (2006.01)  25/06     (2006.01)  25/06     (2006.01)  25/06     (2006.01)           Ｂ６２Ｄ  25/06    　　　Ａ          　　　　　
                        Ｂ６２ＤＢ６２ＤＢ６２ＤＢ６２ＤＢ６２ＤＢ６２ＤＢ６２ＤＢ６２Ｄ  25/16     (2006.01)  25/16     (2006.01)  25/16     (2006.01)  25/16     (2006.01)  25/16     (2006.01)  25/16     (2006.01)  25/16     (2006.01)  25/16     (2006.01)           Ｂ６２Ｄ  25/16    　　　Ａ          　　　　　
                        Ｃ０８ＫＣ０８ＫＣ０８ＫＣ０８ＫＣ０８ＫＣ０８ＫＣ０８ＫＣ０８Ｋ   9/00     (2006.01)   9/00     (2006.01)   9/00     (2006.01)   9/00     (2006.01)   9/00     (2006.01)   9/00     (2006.01)   9/00     (2006.01)   9/00     (2006.01)           Ｃ０８Ｋ   9/00    　　　　          　　　　　

(74)代理人  100114649
            弁理士　宇谷　勝幸
(72)発明者  矢野　彰一郎
            東京都千代田区九段南四丁目８番２４号　学校法人　日本大学内
(72)発明者  澤口　孝志
            東京都千代田区九段南四丁目８番２４号　学校法人　日本大学内
(72)発明者  近澤　正敏
            東京都八王子市南大沢１丁目１番地　東京都立大学内
(72)発明者  武井　孝
            東京都八王子市南大沢１丁目１番地　東京都立大学内
(72)発明者  清野　俊
            神奈川県横浜市神奈川区宝町２番地　日産自動車株式会社内
(72)発明者  中島　正雄
            神奈川県横浜市神奈川区宝町２番地　日産自動車株式会社内
(72)発明者  伊藤　智啓
            神奈川県横浜市神奈川区宝町２番地　日産自動車株式会社内
(72)発明者  甲斐　康朗
            神奈川県横浜市神奈川区宝町２番地　日産自動車株式会社内
(72)発明者  半田　浩一
            神奈川県横浜市神奈川区宝町２番地　日産自動車株式会社内
(72)発明者  鳥居　信吉
            神奈川県横浜市神奈川区宝町２番地　日産自動車株式会社内
(72)発明者  鈴木　克彦
            神奈川県横浜市神奈川区宝町２番地　日産自動車株式会社内
(72)発明者  上杉　憲治
            神奈川県横浜市神奈川区宝町２番地　日産自動車株式会社内

    審査官  辰己　雅夫

(56)参考文献  特開平１１－３４３３４９（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              C08L23/00-101/14
              C08K 3/00- 13/08

(35) JP 3862075 B2 2006.12.27


	bibliographic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

